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１ 会  議  名 地方創生に関する調査特別委員会 

 

２ 日    時 令和２年１月１６日（木）      １０時０１分開会 

                   １６時０６分閉会 

 

３ 場    所 議場 

 

４ 出 席 委 員 岩﨑健二委員長、竹之内和満副委員長、川上洋一委員、 

濱門明典委員、白石純一委員、濵田洋一委員、 

 竹原信一委員、濵﨑國治委員、中面幸人委員、 

 牟田学委員、木下孝行委員、濵之上大成委員、 

山田勝委員、仮屋園一徳委員 

 

５ 事務 局職 員 次長兼議事係長 牟田  昇、議事係 松﨑 正幸 

 

６ 説 明 員  ・福祉課 

課  長 川畑 幸博 君  課長補佐 猿楽 浩士 君 

係  長 中野 美紀 君  係  長 栗林 鉄矢 君 

係  長 宇都 貴子 君 

・健康増進課 

課  長 児玉 秀則 君  課長補佐 寺地 克己 君 

・学校給食センター 

所長(兼) 山元 正彦 君  係  長 別府 輝雄 君 

・教育総務課 

課  長 山元 正彦 君  課長補佐 牛濱 睦郎 君 

・学校教育課 

課  長 小園 俊介 君  課長補佐 新坂 謙二 君 

係  長 上村 嘉代 君  係  長 鳥羽瀬やす子君 

・介護長寿課 

課  長 中野 貴文 君  課長補佐 勢屋 伸一 君 

係  長 寺園 勝夫 君  係  長 角島 智明 君 

・水産林務課 

課  長 佐潟  進 君  課長補佐 大石 直樹 君 

課長補佐 田原 勝矢 君 

・農政課 

課  長 園田  豊 君  課長補佐 中尾 隆樹 君 

・商工観光課 

課  長 堂之下浩子 君  課長補佐 牧尾 浩一 君 

係  長 船蔵 真一 君 

・市民環境課 

課  長 松田 高明 君  課長補佐 平石 龍喜 君 

係  長 野中 義昭 君 



 

・都市建設課 

課  長 石澤 正志 君  課長補佐 池田 英人 君 

課長補佐 尾上 国男 君 

・総務課 

課  長 松﨑 裕介 君  課長補佐 尻無濱久美子 君 

係  長 尾上謙一郎 君 

・総務課消防係 

参  事 的場 博俊 君  係  長 牛之濵宏信 君 

・企画調整課 

課  長 山下 友治 君  課長補佐 寺地 英兼 君 

係  長 岩下 亮一 君 

 

７ 会議に付した事件 

・笑顔あふれる阿久根市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン及び総

合戦略の検証について 

 

８ 議事の経過概要 別紙のとおり 
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地方創生に関する調査特別委員会  １月１６日（木） 開 会 １０時０１分 

 

審査の経過概要 

 

岩﨑健二委員長 

だいまから、地方創生に関する調査特別委員会を開会します。 

１２月１７日に開催した委員会では、地方創生に関する検証結果報告書に基

づき、企画調整課から総括した説明をいただきました。本日は、配布してあり

ます日程表に基づき、個別事業について各所管課を呼び質疑を行います。なお、

各事業については各課の調査終了後に意見の集約を行いますのでよろしくお願

いします。また、各事業の詳細については昨年行われました平成３０年度決算

審査において説明を受けておりますので、本日は総合戦略事業検証シートに基

づき簡潔に説明を求めますので、御了承願います。 

ここで、本委員会の調査について、改めて申し上げます。本調査は、地方創

生に関する施策について、各事業を議会として検証、評価し、今後の施策等へ

の提言を行うものであります。前回の委員会でもお願いしましたが、各委員の

闊達な御意見をお願いいたします。 

それでは、はじめに、福祉課の入室をお願いします。 

 

（福祉課入室） 

 

岩﨑健二委員長 

それでは、福祉課所管の個別事業について、順次説明を求めます。 

川畑福祉課長 

総合戦略事業検証シートに基づきまして、福祉課所管分について、御説明申

し上げます。 

当課所管分の６事業については、いずれも総合戦略の基本目標３、安心して

結婚・出産・子育てができる「笑顔あふれる」まちをつくるのうちの、重点目

標３－③子育て・教育を支援するに位置づけされているものです。 

それでは、まず８９ページをお開きください。 

事業番号１９、出生祝い商品券支給事業については、子育て家庭への経済的

支援の一つとして、第１子の出生時に３万円、第２子の出生時に５万円、第３

子以降の出生時に１０万円相当の阿久根市共通商品券を支給するものです。平

成３０年度の支給実績につきましては、第１子が３７人、第２子が３６人、第

３子以降が３５人であり、合計１０８人に対し、６４１万円を支給しておりま

す。目標達成状況については、３０年度の年間出生児数の目標１４３人に対し、

実績値は１０９人であり、Ｄ評価となっております。９０ページに入り、事業

の今後の方向性でありますが、本事業の実施により、出産後の経済的負担の軽

減が図られるとともに、保健師の訪問により、産後の母親の育児不安解消に役

立っているところであり、子供を安心して産み育てることができる環境づくり

を目指し、今後も事業を継続してまいりたいと考えております。また、庁内及

び検証委員会での総合評価は、いずれも○となっております。 
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次に、９３ページの事業番号２３、子ども医療費助成事業については、平成

３０年８月診療分から助成対象年齢を１５歳から１８歳に引き上げ、さらに同

年１０月診療分からは住民税非課税世帯の未就学児を対象に、医療機関での窓

口負担を無料とし、医療費にかかる保護者の経済的負担を軽減し、子供たちの

健全な育成を支援するものです。平成３０年度の事業実績は、未就学児が、延

べ１万４,５５９件、助成額２,１１５万８,７９７円、小学生から高校生まで

の子供が、延べ１万２,３２６件、助成額２,４４５万２,９２７円、助成額の

総額は４,５６１万１,７２４円でありました。目標達成状況については、指標

を年間出生児数にしていることから、事業番号１９と同様にＤ評価となってお

ります。９４ページに入り、事業の今後の方向性でありますが、子育て世代の

経済的負担を軽減し、出生につながる取組の一環として、今後も事業を継続し

てまいりたいと考えております。また、庁内及び検証委員会での総合評価は、

いずれも○となっております。 

次に、９５ページの事業番号２４、保育利用料軽減事業については、保育利

用料を国が定める基準額の約半額程度に設定することにより、子育て世帯の経

済的負担の軽減を図り、安心して子育てができるよう支援するものであります。

平成３０年度の事業実績は、延べ児童数７,５９０人の保育利用料について、

国の基準額１億５,０１６万９,１２０円に対し、本市設定の保育利用料は、６,

５２６万７,８９０円で、軽減額は８,４９０万１,２３０円でありました。目

標達成状況については、Ｄ評価となっております。９６ページに入り、事業の

今後の方向性でありますが、昨年１０月から、３歳以上の全ての児童及び３歳

未満児のうち住民税非課税世帯の児童については、国の施策により保育利用料

が無償化されており、無償化の対象とならない３歳未満児の世帯については、

引き続き本事業を継続し、子育て世帯の支援につなげていきたいと考えており

ます。また、庁内及び検証委員会での総合評価は、いずれも○となっておりま

す。 

次に、９７ページの事業番号２２、母子家庭等総合支援事業については、ひ

とり親家庭の父母等に対し、経済的自立に効果的な資格を取得するため、養成

機関で修業する場合に、生活費の負担軽減のための給付金支給や教育訓練講座

の終了後に受講料の一部を支給するものです。平成３０年度の事業実績は、高

等職業訓練促進給付金として３件、３２４万６千円、また入学支援修了一時金

として２件、１０万円を支給しております。目標達成状況については、３０年

度の年間目標値４人に対し、実績値は４人であり、Ａ評価となっております。

９８ページに入り、事業の今後の方向性でありますが、本事業の実施により、

ひとり親が資格等を取得し就労につながり、ひいては経済的自立が図られるこ

とから、今後も事業を継続してまいりたいと考えております。また、庁内及び

検証委員会での総合評価は、いずれも◎となっております。 

次に、９９ページの事業番号２５、障がい児保育事業については、障がい児

の保育環境の充実を図るため、担当保育士を配置した保育施設に対する補助や

障がい児が児童発達支援センター等において、サービスの提供を受けた際の利

用者負担額を助成するものであります。平成３０年度の事業実績は、障がい児

保育事業を、３つの園の保育士５人の加配に対し４５０万円を補助し、また障
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がい児通所支援事業では、延べ９２０人の利用に対し、事業費８,４２２万６,

６３０円、うち利用者の自己負担分の助成額２８７万２,６９９円でありまし

た。目標達成状況については、本事業の利用者満足度とし、利用している児童

の保護者及び施設の職員を対象にアンケート調査を実施し、Ａ評価となってお

ります。１００ページに入り、事業の今後の方向性でありますが、本事業につ

いては、障害を持つ児童が、療育の知識や技能を持った職員の支援で、日常生

活の基本動作や集団生活への適応力などを養う訓練等を受けることにより、発

達支援の充実が図られており、今後も関係機関との連携を強化しながら、利用

者のニーズに応えてまいりたいと考えております。また、庁内及び検証委員会

での総合評価は、いずれも◎となっております。 

次に、１０１ページの事業番号２６、子育て支援拠点事業については、子育

て中の親子の交流等を促進する子育て支援拠点の設置を推進することにより、

子育て支援機能の充実を図り、子育ての不安を緩和し、子供の健やかな育ちを

支援するものです。平成３０年度の事業実績は、おりた保育園とみなみ保育園

を拠点に活動し、親子サークルの参加者が延べ２,１８５人、育児相談が延べ

４５件、各種イベントの開催や情報発信等を行い、事業費は１,７６４万１９

１円でありました。目標達成状況については、本事業の利用者満足度とし、利

用している児童の保護者を対象にアンケート調査を実施し、Ａ評価となってお

ります。１０２ページに入り、事業の今後の方向性でありますが、本事業の実

施により、子育てに関する情報提供や相談などを通じて、きめ細やかな支援を

行う中で、乳幼児及びその保護者の交流が図られたところであり、今後も子育

て支援センターを中心に、関係機関と連携を図りながら、事業を推進してまい

りたいと考えております。また、庁内及び検証委員会での総合評価、はいずれ

も◎となっております。 

以上で、説明を終わりますが、御審議のほどよろしくお願いいたします。 

岩﨑健二委員長 

課長の説明が終わりました。 

これから質疑に入ります。 

中面幸人委員 

ちょっとわからないので教えてください。まずですね、事業番号の２３、２

４。ページ数がですね、９３と９５ですが、ちょっと関連して２つを含めてお

聞きしたいんですが、この事業に２つの事業については、国の制度に沿った事

業だと思うんですけれども、この表の見方がですね、まず９３ページの事業番

号２３の場合、上側のほうのカッコの中の事業予算額と事業実績額があるんで

すけれども、その下にうち補助金額とあるんですが、これなんかすごく補助金

額が少ないなあと思うんですが、これの中身について教えていただきたいです

が。 

川畑福祉課長 

まず、子ども医療費助成事業のほうの補助金の額ということでありますけれ

ども、こちらのほうの補助金につきましては、いずれも県の補助金になってお

りまして、この県の補助金の内訳としましては、未就学児のうち、市町村県民

税の非課税世帯については負担分の全額が補助対象になっております。それか
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ら、未就学児のうち、市町村民税の課税世帯については１人当たり月額３千円

を超える分の自己負担分の２分の１が補助対象というふうになっておりまして、

それ以外については全額、市のほうの持ち出しということになっているところ

であります。 

中面幸人委員 

同じく、事業番号２４も同じようなそういう数字になりますか。９５ページ。 

川畑福祉課長 

こちらのほうは補助金額が６７万７千円となっておりますけれども、こちら

のほうにつきましては、県の補助金の多子軽減額ということで補助をいただい

ているところであります。 

中面幸人委員 

今の課長の説明を受けてですけれども、この２つの事業については今さっき

の説明があったように、県の補助なんか受けてやってるんですが、かなり大き

な、実施額も大きな金額ですが、これはほとんど市の持ち出しという形で考え

てよろしいんですか。 

川畑福祉課長 

今、委員のほうからありましたとおり、市からの持ち出しが多いということ

になっております。 

岩﨑健二委員長  

ほかにありませんか。 

白石純一委員 

８９ページ、事業番号１９、出生祝い商品券。ほかの事業もですね、子育て

支援ということで、指標としては出生児数になっておるんですけれども、当然

人口も減ってるわけですから、出生児数も少なくなってきてるとは思うんです

が、その中でやはり改善すべきは、一つの指標として出生率、合計出生率はど

のようになってるか、５年でですね、把握されていますでしょうか。 

川畑福祉課長 

それでは、合計特殊出生率ということでございますので、報告をさせていた

だきたいと思います。平成２３年度が１.５３、２４年度が１.５９、２５年度

が１.５４、２８年度が１.６２、２９年度が１.６２というふうに、現在のデ

ータ、３０年度をとっていない関係で、このような数値になっているところで

あります。 

白石純一委員 

徐々にですけれども上がってきてるということは評価すべきかなと思ってお

ります。直近の数字では１.６２ということですが、確か長島町はですね２.０

を超えていたのではないかと思いますが、そこに隣で高い数字もありますので、

そこに近づけられるように施策をとっていただければと思います。次の項目で

すけれども、９７ページ、事業番号２２、母子家庭総合支援。ひとり親家庭の

親がですね、職業訓練を受けたときに給付金を支給するということで、取組内

容のところで実際に訓練をするということで３件を助成したと。入学支援が終

了したときに２件ということですが、これは例えば申し込んで給付を途中で受

けながら、訓練をしながら途中で給付を受ける。そして修了したときに一時金
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が出るという理解を私はするんですが、例えば途中でやめられたりですね、そ

うした場合は交付されないとか、そういうことはあるんでしょうか。 

川畑福祉課長 

途中でやめられた場合の対応ということになりますけれども、こちらのほう

は申請がされまして、毎月請求書に基づきましてその申請者に支給をしている

ところでありますけれども、その支給の際については、その就学している学校

の出席証明書、こちらのほうを添付していただいて支払いをしているところで

ありますけれども、もし途中でやめられた場合については、当然出席日数を確

認できませんので、支給することはできないというふうになってまいります。 

白石純一委員 

了解です。 

濵田洋一委員 

同じく、９７ページの今の質問に関連してなんですが、この給付を受けられ

て、資格を取得されて仕事に就かれたと。そういった中でこの給付対象という

のが、例えば資格を取られて就業されて、例えば５年以上はその資格をとられ

た職業で従事してほしいとか、そういった条件等あるんですか。 

川畑福祉課長 

もう１回質問のほうよろしいですか。 

濵田洋一委員 

例えばこの補助を受けられてですよ、給付金をいただいて資格を取得されて

新たに資格を有する職業に就かれた。それから例えばいろんなほかの事業でも

ありますけど、５年以上やはりその資格を持った中で仕事に就いてくださいよ

とかという条件等は、この給付するにあたってそういうのはあるんですか。 

川畑福祉課長 

そのような条件はございません。あくまでも資格取得のための事業というこ

とで捉えていただいて結構かと思います。 

濵田洋一委員 

年齢制限とかそういうのはあるんですか。 

川畑福祉課長 

こちらのほうの支給対象者でありますけれども、先ほど説明しましたとおり、

母子家庭やあるいは父子家庭等の世帯ということになりまして、児童扶養手当

の支給を受けているか、あるいは同等の所得水準にある者。あるいは養成機関

において１年以上のカリキュラム等を修業し、対象資格の取得が見込まれる。

それから仕事または育児と修業の両立が困難であること。こちらのほうの条件

を満たした方について対象ということで、年齢等の制限はないということにな

っております。 

濵田洋一委員 

わかりました。ありがとうございます。 

岩﨑健二委員長  

ほかにありませんか。 

牟田学委員 

今の事項に関して関連ですが、この高等職業訓練校、宮之城とか野田とかあ
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るんですが、大体これはどこを示しているのか、高等職業訓練校。 

川畑福祉課長 

対象となる養成機関ということになってくると思いますけれども、こちらの

ほうにつきましてはあくまで資格等を取得するために修学等をするわけであり

ますので、就職の際に有利となるものであって、かつ法令の定めにより養成機

関において、１年以上のカリキュラムを修業することが必要とされているもの

というふうに規定をされているところであります。対象資格の例としましては、

看護師とか准看護師、介護福祉士、保育士、歯科衛生士、理学療法士。このよ

うな資格、ほかにもあるんですけれども、このような資格等を取得する養成機

関ですね、こちらのほうが対象になるというふうになってまいります。 

牟田学委員  

今の答弁では、いえば母子家庭の女性の方が多いと思うんですけど、父子家

庭で男がですよ、そういった訓練、いえば野田で言えばですね、測量とかそう

いうのもあるんだけど、宮之城にしても。そういう事例はないんですか。 

川畑福祉課長 

これまで父子家庭については事例はないということでありますけれども、た

だし条件等満たせば対象にはなるということで捉えていただいて結構だと思い

ます。 

牟田学委員  

じゃあ、父子家庭でも条件が整えばできると。はい、わかりました。 

濵之上大成委員 

９９ページから１０１ページまでの障がい児保育事業と子育て支援拠点事業

に関連して。まず、障がい児保育事業についてなんですが、方向性として、い

ろいろ充実する必要があると、訪問支援をですね。これに対して、専門的職員

は足りてますか。 

川畑福祉課長 

保育所への訪問等の職員の対応ということで、実際に今実施をしているのは、

こじかのほうが実施しておりまして、実績としてはですね、現在、今年度も含

めまして１名で対応している状況であります。 

濵之上大成委員 

実はですね、そういった対象の保護者に対してですね、こじかあるいはあい

わの里の方もありますね。そういった状況の中で連携をとって、引き続き保護

者との会話、あるいは施設とのやり取りといったものをできる職員が果たして

足りてるかなというふうに私はいつも思ってるんですが、あなたはどのように

お考えですか。 

川畑福祉課長 

保育所等の訪問支援事業につきまして、この件に関してこじかの園長とも意

見交換させていただいて、特に今年度から指定管理のほうになっておりますん

で、こじかのほうにつきましては。訪問支援事業、こちらのほうを充実してい

きたいという園長のほうの方向性はあるということでうかがっているところで

あります。 

濵之上大成委員 
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おおよそわかるんですがね、１０１ページの子育て拠点事業についてであり

ます。本市は引き続く少子高齢化となって、著しい高齢化社会であります。そ

うした中に共働きという捉え方をしたときにですね、子育て支援というのは大

事なことなんですが、私がいつも危惧しているのは、災害時における各保育所

が休みになったときに、どうしても勤めに行かなければいけない親がいますよ

ね。一番身近なのが福祉に関係ある人、あるいは市の職員。そうしたときに預

かる場所がなければですね、途方に暮れるということが出てくるわけですが、

私はいつも思うのは、２、３年前から確認してるんですが、ある民間の、名前

を言ってもいいと思うんですがね、阿久根市内ですがね、非常に協力的にした

いということで、徐々に手伝いをしてくださっておりますが、市として災害時

における緊急の場所をですね、指定する場所を決定するという方向はお考えで

しょうか。 

川畑福祉課長 

災害時における対応ということで、子供を預かる場所等についてということ

の御質問だと思いますけれども、こちらのほうにつきましては、災害の状況に

もよるというふうに思っております。場合によっては、今委員からありました

とおり業務上どうしても預けなければいけない状況も発生するとは思いますけ

れども、ただしその災害の状況によりましては、それを預かる職員、受け入れ

る側の職員、こちらのほうもそこを指定して、そこの職員がじゃあ出勤できる

のかどうか。これまで預かっとって、全然知らない施設に今度は預ける形にな

りますので、そうした場合に預かる職員についても、その子供についてどのよ

うに対応していいものか。場合によってはその施設において給食であったり、

おやつであったり、そういうものも与えなければいけない。そうした場合にそ

の子がもしアレルギーの状況をもったりしている場合もありますんで、そこに

ついてはですね、十分な議論をした上で、その辺も今後検討していく必要があ

るのかなあというふうには思っているところであります。 

濵之上大成委員 

課長がすばらしい議論をしなくちゃいけないと、大事なことをおっしゃった

んですが、これも早くやっていただきたいというふうに私は思ってるわけです。

なぜならばですね、要するに子供を預けて頑張らないかん親がいるわけですね、

災害のために、市のために、市民のために、例えば職員のこともですよ。そし

たらその人たちは預かる場所がないから、子供を見ながらおんぶして仕事に来

るという方法もないこともないんですが、やはりそこは真剣に検討していただ

ければなあというふうに最終的には要望して終わりますので、どうか伏してよ

ろしくお願いいたします。終わります。 

木下孝行委員 

まずは８９ページの出生お祝い商品券支給事業ということで、先ほどほかの

委員からの意見が出ましたが、合計特殊出生率の伸びのほうがいい状況ではな

いという状況の中で、１つの地方創生の目玉というのがいわゆる出生率を上げ

ていくというのが大きな目玉の一つになってるわけでありまして、制度の中で

第１子が３万、第２子が５万、第３子以降が１０万というような金額を設定し

て、今ずっとやってきて出生率は上がっていないという状況で、金額だけの問
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題じゃないとは思うんですが。抜本的にここの数字を変える、極端な話少しず

つでもいいから１子が５万とか、第２子が８万とか、第２子を１０万にして第

３子を１５万にするとか、そういったことを抜本的にちょっと見直さんとこの

数字が上がっていくことも期待できないんじゃないかなというふうに。逆に上

げれば少しは上がるんじゃないかなという思いがあるわけでありまして、その

辺のことを今後取り組むというような方向では考えているのかいないのか。一

つの財源とすればですね、保育料の無償化というところで財源が浮いてくると

いうようなことで、この検証シートの中でも保育料の無償化によっての余った

財源は、今後また３歳児未満の課税世帯の部分が全くないからそこらも含めて

検討していくというような内容ですけども、そういった財源を使って、こっち

にも振り分けていくとかいうような考えは持っているのか、ちょっとお伺いし

たいと思います。 

川畑福祉課長 

合計特殊出生率を踏まえた上でですね、今後の祝い金の増額とかそういうの

の検討ということだと思いますけれども。その前にですね、先ほど合計特殊出

生率の数値について、訂正をさせていただきたいというふうに思っております。

資料の１１ページをお開きいただきたいと思いますけれども、私が申し上げた

のがちょっと古いデータでありまして、１１ページのほうにですね、一番上段

のほうに合計特殊出生率の数値、こちらのほうがあると思いますけれども、こ

の実績値、こちらのほうを２７年度から記載をしてありますけれども、２７年

度が１.６０、２８年度１.６２、２９年度が１.６２、３０年度が１.５４とい

うふうになっておりますので訂正をさせていただきたいと思っております。祝

い金の増額の検討ということでありますけれども、こちらのほうについては、

子育て支援については、出生児や育児にかかる経済的負担の軽減だけではなく、

子供を産み、育てやすい環境整備も重要であるのではないかというふうに考え

ているところであります。子育てに係る経済的支援と産み育てやすい環境つく

りの両方のバランスを取りながら、子育てにおける切れ目のない支援を考えて

いく必要があり、それらも含めて検討していく必要があるのかなというふうに

考えているところであります。 

木下孝行委員 

今後そういう取り組みも考えていくということでですね、ぜひそこらも含め

た検討をしてですね、出生率が上がるように。過去３年の出生数を見れば、平

成２８年が１３３人、平成２９年が１２１人、平成３０年が１０９人という数

字が１１ページに出てるわけであって、相対的な人口が少子化で減ってるのは

現実だろうと思うんだけど、ここを増やしていくのがこの制度の基本的な趣旨

だろうと思うんでですね、なんとかこの数字が上がるということで考えれば、

そういった支給する金額を上げていくというのも検討していく１つの要因では

ないかなと思うんで、その辺の取り組みをお願いしたいと、検討含めですね、

お願いしたいと思います。 

次に、先ほどの２４番の保育料利用料の軽減ということでですね、昨年から

無償化が１０月から始まったということで、先ほども申しましたように、検証

委員会の評価には、今後余った財源をほかの保育事業や、就学入学の費用に対
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して支援することができないのかというような意見がついているわけでありま

して、そういった形でですね、子育て世帯に対してのさらなる充実ということ

で、余った部分をほかの事業に回すというよりもこの子育て、先ほどの出生お

祝い金も含めてですね、この福祉課の事業の中で、ほかに充実する部分に回し

ていくというようなことで、検証委員会の評価に基づいた検討を今後していく

ようにお願いしたいと思います。 

そして、２０番の母子家庭総合支援事業、これも先ほど説明がありましたけ

ども、ひとり親世帯の就労、技術を身につけるために、就労するための一つの

手立てということで、制度自体はいい制度だとは思うんですが、これが実際に

４件しかないということで、数字的に少ないなあというどうしても印象が消え

ないわけで、これが周知がされているのかと。ひとり親の母子・父子家庭の人

たちに、こういった制度はありますよという周知が十分されているのかという

ところはどうなんですかね。 

川畑福祉課長 

周知の方法ということでありますけれども、こちらにつきましては児童扶養

手当の申請、このときに福祉課のほうに来ていただいて書類等出していただく

んで、その際にこのような制度がありますよということで案内のほうはさせて

いただいているところであります。 

木下孝行委員 

そういう形で周知がなされているということで、これは周知が一番大事だろ

うと、知らなければ利用できないというようなこともありますんでですね、周

知が十分されるように取り組んでいただきたいと。 

次にですね、子育て支援拠点事業ということで、この事業についてはかなり

の自治体が前向きな取り組みを行っているということで、取り組んでいる事業

だと思うんですが、評価のＡが続いておりますので、今後ともさらなる努力を

してほしいのと合わせてですね、この事業じゃないですけど、放課後児童健全

育成事業、これも重要だと思うわけですね。小学校の高学年まで、６年生まで

預かるという制度は、共働きの家庭にとっては非常に助かる事業ということで、

こういうところがですね、できるだけ充実するように。昨年の１例ですけれど

も、阿久根児童クラブのほうでどうしても指導員が足らない状況があって、６

年生が一時期受入れができなかったというようなことで、父兄の方たちが困っ

たというような現実問題があったということでですね、そういうことができる

だけないように頑張って指導員の確保をしていただいて、そういった子育てす

る人たちに満足してもらえる環境を取組んでもらうということで、課長はその

辺のことを今現在、どう考えてるかちょっとお聞かせいただきたいと思います。 

[発言するものあり] 

川畑福祉課長 

今、児童クラブのですね、措置児童について、対象について利用者のニーズ

に沿った形での運営をということで質問でありますけれども、こちらのほうに

ついては新年度の事業に向けてですね、新年度のほうで検討中でありますので、

そういうことで答弁させていただきます。 

岩﨑健二委員長  
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皆さんにお願いします。質問の意見等として、最終的にまとめますので、意

見を的確にできるような質問をお願いします。最終的に委員会としての意見を

取りまとめますので、委員会としての意見をかけるような質問のやり方。例え

ばですね、今、木下委員が言われました出生祝い金商品券支給事業について、

簡潔に出生率の向上を図るため、祝い金の上乗せを検討してくださいとかいう

ような意見として書かないといけないと思います。書く場合にですよ。今言わ

れたのを全部書くわけにはいきませんから。 

木下孝行委員 

それは後でまとめるときにそういう話に持っていけばいいわけですよね。だ

からここは私が担当にどう考えてるのかというような。 

岩﨑健二委員長  

できるだけ簡潔に質問をお願いします。 

皆さんの今、言われた人たちからはすべて最終的に意見として取りまとめる

ような文言をいただきますので、そのつもりで質問をお願いします。 

ほかにありませんか。 

山田勝委員 

出生祝い商品券支給事業ということですよね、今８９ページ。これの増額の

話が先ほどから出てるんですが、私は商品券というよりもね、例えばですよ、

第３子以降については１０万円の商品券をやりますよというのでなくて、第５

子、５人産んだ人には１００万やりますよというのをつくった方がですね、必

ず１、２、３、４、５人ずつ通っていったっで、むしろ５人目には１００万あ

げますというのをつくった方がいいと思いますよ。簡単です。以上です。 

［発言する者あり］ 

岩﨑健二委員長  

山田委員、今３子以降となってるので、これを第４子、第５子、第６子とい

うふうに増幅していきなさいという意見ですか。 

［発言する者あり］ 

山田勝委員 

例えば第３子以降で３子も４子も１０万でいいんですよ。そこを通らな５人

に行かんたっで。だから５人産んだら１００万あげますよいうように、懸賞金

みたいにしたほうが実績上がりますよというお願いをしているところです。 

岩﨑健二委員長  

山田委員、後で意見として、第５子の人には１００万円の出生祝い金を出し

たらどうかという意見として書いていただきたいと思います。 

ほかにありませんか。 

仮屋園一徳委員 

子育て支援についてですね、窓口について伺いますけど、出生届等出された

場合に、おそらくマニュアルをつくって、ここに行ってください、支援事業等

も含めてですね、というふうになってると思うんですが、課長が言われる各関

係課との協議をしながらとよく言われるんですけど、所によっては子育てに関

しては、ある１カ所に行けば全部を説明してくれるところもあるんですが、今

うちの事情と言うか、内部は受付はどのようになってるんですか。 
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川畑福祉課長 

まず、出生届からという形になると思いますけれども、子供が生まれました

らですね。市民環境課のほうに当然行っていただいて、その市民環境課のほう

の手続が終わりましたら市民環境課のほうで案内をして、福祉課のほうにとい

う形で、それぞれ担当課が対応しているというふうな状況になっているところ

であります。 

仮屋園一徳委員  

そのようになってると思うんですよね。でも出産された親はですね、非常に

その点で不安定で、こことこことここに行って手続をしてくださいというふう

に説明されると思うんですけど、その辺がちょっと何箇所も回らないといけな

いというようなことで話をよく聞くんですよ。そういうことで、まず最初に説

明される方がですね、ついて行ってどことどこというふうに説明されるのか。

それとも、最初出生届は市民環境課だと思うんですけど、どこの行けばある程

度の全体を教えてくれますよというようなオールラウンドプレイヤーじゃない

けど、そういう届等について、１カ所で教えてくれるような人はいないんです

かね。 

川畑福祉課長  

先ほど説明しましたとおり、それぞれの担当課で対応しているところであり

まして、大きな市等になるとですね、場所等も変わって届出を出された方があ

っちこっち回るケースもあると思うんですが、阿久根市役所につきましては同

じフロアーということで、ちょっと少しの移動はかかるんですが、やはりそれ

相応の担当者が対応して、より詳しい説明をしていった方がいい住民サービス

も提供できるんじゃないかということで現在は対応しているということであり

ます。 

仮屋園一徳委員  

最後にですけど、今後できるだけ１カ所とは言いませんけど、少ない箇所で

手続ができるような協議を進めてほしいとお願いをしますけどどうですかね。 

川畑福祉課長  

委員のほうからそのような御意見も出されたということで、関係課のほうと

もまた協議をしてまいりたいと思います。 

岩﨑健二委員長  

今の仮屋園委員の意見につきましては、事業番号の該当がなかなか見つかり

ませんので、全体の意見として最終的に簡潔に、子供支援についての窓口を一

本化してほしいとかいうような意見をどっかでか書くようにお願いします。 

ほかにありませんか。 

[「なし」と呼ぶものあり] 

なければ質疑なしと認め、福祉課の審査を一時中止します。 

 

（福祉課退室、健康増進課入室） 

 

岩﨑健二委員長  

次に、健康増進課所管の個別事業について順次説明をお願いいたします。 
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健康増進課長 

それでは健康増進課分について御説明いたします。 

資料の８３ページをお開きください。 

総合戦略では、安心して結婚・出産・子育てができる「笑顔あふれる」まち

をつくるを基本目標の３とし、そのうち出産を支援するを重点目標の２と定め

ております。 

その中で、事業番号１６、特定不妊治療費助成事業ですが、この事業は安心

して子供を生み育てることのできる環境づくりを推進するため、不妊治療を受

けている夫婦に対し、当該不妊治療に要する費用の一部を助成するものであり、

県の助成金を控除した額のうち、１年度当たり１５万円を限度額として通算５

年間助成するものでございます。平成３０年度は５人、６件へ助成をしており、

そのうち妊娠に至った御夫婦は３組で、うち２組が出産に至っており、残り１

組についても今年度中に出産予定ということで話をうかがっております。また、

来年度に向け、不妊治療の助成範囲の拡大を検討するとともに、今後も不妊治

療を希望される御夫婦の経済的負担の軽減が図られるよう制度の周知に努めて

まいります。 

次に、８５ページになります。 

事業番号１７、両親学級ですが、この事業は全ての妊娠届出者に対して案内

し、助産、栄養、運動といったテーマを通じて妊娠期から産後にかけての健康

管理について理解を深め、安全な出産と産後の育児不安の軽減を図ることを目

的に平成３０年度においては計９回開催しました。具体的には、赤ちゃんの誕

生に向けた学習や体験、また妊娠期における食生活や口腔ケアについて、さら

には妊娠期の骨盤ケアなどについて、保健師、助産師、栄養士、歯科衛生士と

ともに学びました。なお、参加者同士の交流や情報交換の場といった側面もあ

り、妊娠期における不安解消にもつながっているものと考えております。また、

参加率や参加者の満足度の達成度は目標値を上回っていますが、さらなる参加

促進のため取組内容の充実を図る必要があるものと考えております。 

８７ページになります。 

事業番号１８、乳児家庭全戸訪問事業ですが、この事業は、国が創設した通

称「こんにちは赤ちゃん事業」であり、生後２カ月から３カ月までの乳児に対

して保健師や民生委員が家庭を訪問し、家庭と地域社会をつなぐ最初の機会と

して、乳児のいる家庭の孤立化を防ぎ、地域で安心して生活できるよう見守る

ことを目的として実施しているもので、訪問を実施した世帯のうち約８割の

方々に満足していただくことができました。なお、訪問時には母子の絆を深め

ていただくために、絵本を無償提供しております。制度の周知や声掛けの方法

について改善を行い、今後も事業を継続してまいります。 

１０９ページになります。 

次に、「自然と人が共生する」快適で住みよいまちをつくるを基本目標４と

し、そのうち、快適で住みよいまちにするを重点目標の１と定めております。

その中の事業番号４９、健康づくり事業ラジオ体操推進についてですが、誰も

が馴染みのあるラジオ体操を継続して行うことで、生活習慣病の予防や健康の

維持増進を図ることを目的として、平成２８年度からラジオ体操推進事業を実
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施しています。これは、地域や職場等でラジオ体操を継続して行っているグル

ープ、団体等が市に登録を行い、１年を通して体操を実施した回数が多かった

団体や個人に対して表彰を行うもので、平成３０年度は５団体、１２７人の方

が登録され、団体で３団体、個人では５名の方々が表彰されました。なお、参

加者に対して行ったアンケート調査では、４２％の方がラジオ体操を継続して

行うことで健康への効果があると回答されております。今後も周知方法などの

取組の改善を図り、参加者の増を図る必要があると考えております。 

以上で説明を終わりますが、どうぞよろしくお願いいたします。 

岩﨑健二委員長  

ここで暫時休憩します。 

 

（休憩 １１：０１～１１：１２） 

 

岩﨑健二委員長 

休憩前に引き続き委員会を再開します。 

質疑はありませんか。 

仮屋園一徳委員 

８３ページの特定不妊治療費助成事業について、評価のほうで少子化対策に

寄与するものであるが、達成度が低くなっておりというふうにあるし、評価の

分で△なんですけど、この達成度という意味を教えていただきたいと思うんで

すが。不妊治療ですから、当然、できにくい人が治療をされるんですけど、助

成の面でまだ低いということなのか、その辺をちょっと、見解を教えてくださ

い。 

児玉健康増進課長 

１６番の特定不妊治療費助成事業ですけれども、これにつきましては、目標

値が申請者数になっている関係で、目標値は毎年度１２人の申請者を目標値と

している関係で、当然、年度によって申請する方が変わりますので、平成３０

年度については５人ということで５０％と。目標値の設定がどうかという話に

もなってくるかと思いますけれども、目標値を毎年度１０人としていることで

こういった成果になっているということで理解いただきたいと思います。ただ、

申請があった方については、当然、全員の方に助成しているということで御理

解いただきたいと思います。 

仮屋園一徳委員 

金額とか、中身ではなくて、１０名予定していたけど５名だったのでという

ことでよろしいわけですね。了解しました。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

白石純一委員 

県からの補助に加えて市の補助があるわけですが、この市の補助というのは

他の自治体も大体同様な額を補助しているというふうに把握されていますか。 

児玉健康増進課長 

大体、同じ金額です。 
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白石純一委員 

不妊治療ができるクリニック、病院はですね、鹿児島市と霧島市ぐらいにし

かないと私は聞いているんですが、したがいまして、鹿児島市や霧島市、ある

いはその近郊の方に比べると大変地理的に不利な状況にあるわけですから、や

はりそういった恵まれている地域よりもさらに阿久根、北薩の遠い場所という

ことで上乗せするようなことは検討はできるんでしょうか。 

児玉健康増進課長 

今のところそこは考えておりません。ただ、近隣の市町についてもそういう

ところがあるのは記憶しておりません。ただ、離島関係についてはやはりそう

いった交通費がかかるということで、離島のところは上乗せの交通費をある程

度助成しているところはあるということで理解しております。 

竹之内和満委員 

同じ８３ページの特定不妊治療助成事業についてなんですけれども、市のほ

うが１５万円、県も入れて４５万円ということで、大体、不妊治療の場合は長

期にわたり、高額でストレスも相当たまるということと聞いておりますけれど

も、不妊治療の総額ですね。大体平均でどのくらいかかって、この補助金の割

合がどのくらいなのか教えていただきたいと思います。 

児玉健康増進課長 

１回の治療で大体３０から５０万くらいはかかるということで話を聞いてお

ります。総額で１００万から２００万くらいかかるということで聞いておりま

す。 

竹之内和満委員 

１００万かかるということで、その分の県も入れて４５万で半分弱というふ

うに考えてよろしいですかね。 

児玉健康増進課長 

そういうことで、限度額がほぼ支給されるということになります。 

竹之内和満委員 

実績５人中３名妊娠で２人出産ということで、割りと不妊治療の成果が出て

いるような感じがいたしますので、先ほどの白石委員と同じように、ぜひ補助

額を上げていただきたい。やはり期間が長くてストレスを感じるらしいですの

で、せめて金銭面では補助をしていただきたいなというふうに思います。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

牟田学委員 

先ほど助成金に関しては近隣市町と大体同じだという話をされましたけれど

も、１回、２回治療してできない方はですね、やはり精子と卵子を凍結します。

それは北九州の病院でするんですけれども。そういった個別にですよ、そうや

って凍結をすると、凍結代も１０万ぐらいかかるわけで、年間。それを凍結し

て５年にわたって手術をして着床するかしないかをするんだけれども、やはり

個別にそういう方がおられる場合は、そこはやはり違った助成をしてやらんと、

凍結も大分９０万ぐらいかかるという話を聞いたんで、やはりそこ辺りも今後

踏まえてですよ、考えていってほしいなと思います。 
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岩﨑健二委員長 

答弁いりますか。 

児玉健康増進課長 

委員のおっしゃられることも理解はするんですけれども、なかなか。ただ、

その凍結された精子、卵子が実際使われるかどうかというのは将来的には不明

な部分もありますので、そこはまた研究が必要なのかなと思っております。 

牟田学委員 

ぜひ検討していただきたいと思います。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

質疑なしと認め、健康増進課の審査を一時中止します。 

 

（健康増進課退出、給食センター・教育総務課入室） 

 

岩﨑健二委員長 

次に、給食センター及び教育総務課所管の個別事業について、順次説明をお

願いいたします。 

山元教育総務課長 

それでは、笑顔あふれる阿久根市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン及び

総合戦略の個別事業のうち、教育総務課及び学校給食センター所管分について

御説明申し上げます。 

資料の３９ページをお開きください。事業番号１の学校給食における地産地

消の推進につきましては、学校給食に使用される地元産食材の割合を高めるた

めの仕組みづくりを行い、農産物の生産意欲向上と売上の増加による雇用機会

の拡大を図るとともに、児童生徒の地元産物への理解と愛着を深めることを目

的としております。 

平成３０年度は、新たに、地産地消を推進するとともに、地場産物を活用し

た料理等への児童生徒の関心を高め、食文化、地元特産品、地域の産業等につ

いて学ぶ食育の機会に資するため、ほとんどの食材に阿久根産を取り入れた学

校給食あくねわくわくパラダイスデー事業を、毎学期１回、計３実施し、地元

産食材の、より一層の利用促進を図ったところであります。 

指標としております地元農産物の使用率につきましては、目標値の５０％に

対し、５２.７％でありました。 

４０ページをお開きください。事業効果につきましては、米飯給食における

地元米の活用や地元産の野菜の活用、学校給食あくねわくわくパラダスデー事

業の実施などにより、児童生徒が食文化や地元特産品、地域の産業等について

学ぶ食育の機会につながるとともに、地元産物の利用率向上が図られたものと

考えております。今後の方向性につきましては、地元産の比率を上げる取組み

を継続することにより、農家等の生産意欲の向上に資するともに、児童生徒が

学校給食を通じて自分たちのまちの特産品や地場産業等について学び、関心を

高めることで、郷土愛を育み、将来を担うひとづくりに資する事業として、引
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き続き実施してまいりたいと考えております。 

次に、資料の９１ページをお開きください。事業番号２１の阿久根市奨学金

貸付事業の入学一時金貸付につきましては、子育て・教育を支援するため奨学

金の貸付額を拡充するとともに、卒業後に帰ってきて定住する方への返済免除

を行うことで、地元への定住の促進とリーダーの育成を図ることを目的として

おります。平成２９年度の奨学生から、入学時に最高８０万円の入学一時金を

貸し付けるとともに、卒業後、阿久根市に在住するなど一定の要件を満たせば、

全額又は一部を免除する制度を創設したところでございます。指標としており

ます、入学一時金貸付人数につきましては、目標値の毎年度２人に対し、平成

３０年度は４人でありました。 

９２ページをお開きください。事業効果につきましては、当該貸付を行うこ

とにより、教育費の負担軽減につながっているものと考えております。今後、

貸付を受けた利用者が地元に定住した際に貸付金の返済が免除されることによ

る定住促進の効果を期待しているところであり、定住の状況についても確認す

ることとしております。今後の方向性につきましては、進学する方やその世帯

の経済的負担の軽減と将来的な定住確保のため、引き続き、積極的に制度の周

知を図りながら、毎年度一定の貸付けを行ってまいりたいと考えております。 

以上で説明を終わりますが、よろしくお願いいたします。 

岩﨑健二委員長 

課長の説明は終わりました。 

これより質疑に入ります。 

川上洋一委員 

３９ページ、私は中学生がいるんですけど、我が子に学校の給食はおいしい

かと聞いたところ、うんもなかと。はっきり言って子供のことですからおいし

くないと言うんですよ。市の取組として食材を市内から搬入して売上げにも上

げようというのは今の説明でわかるんですけど、やっぱり味が悪ければ正直な

ところ味が悪かったり、味付けが悪かったりすればいい食材もおいしくないと。

これはほとんどの子供たちが言うみたいです、おいしくないと。温かいはずが

冷えてる。こういうのをもう少し考えて、温かいのは温かいように食べさせて

やらないと、いくらいい食材を使ってもだめだと思うんですけど、そこら辺を

何とか策を考えてもらえますかね。 

山元学校給食センター所長 

今、委員のほうからございましたおいしさということにつきましては、セン

ターのほうでも日々、阿久根のすばらしい食材を使って、おいしい給食をお届

けするということで。温度につきましては、温かいものはなるべく温かくとい

うことで、配送する際にも温度を測りながら、なるべく適温でお届けできるよ

うに努めているところですが、今後もそのような取組みは継続してまいりたい

というふうに思っております。なお、わくわくパラダイスデーを３回実施して

いるんですが、この際にアンケートを、子供たち全員ではないんですが、先生

方を通じて子供の様子なんかをうかがっているところでございます。その中で

は、メニューによってではありますが、おいしそうに食べていたとか、普通だ

ったとか、あまり食べていないかったとかいうのもございますが、おいしそう
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に食べていたとか、普通だったとかというような御意見もありますので、今後

もおいしい給食の提供ということで努めてまいりたいというふうに考えており

ます。 

川上洋一委員 

そのわくわくパラダイスデーとか、そういうふうに体を動かしたあとはやっ

ぱり子供たちは食べたいというのがあって、エネルギー補給ですから。我々大

人でもどもこも仕事をして腹が減ったときにはないでもうんまかわけですよね。

それと一緒で、うちの子が特別変な舌を持っているわけでもなくて、普通に学

校で、お父さん、１回食べてみれば。信じられないんだよっていうようなこと

をよく言うんですよ。だから、給食センターの方たちの舌と、実際の子供たち

の舌があっているのかと、マッチしているのかというところもあるから、せっ

かくこういう立派な品物をつくってお金もいっぱい使ってやってるんだから、

やっぱり残さず食べてほしいというのがつくる側も、それを支援する親側もあ

ると思うんですけど、そこら辺をもう少しというのかな、味つけのほうとか、

いろんなところをもう少し、センターのほうも頑張ってほしいと思うんです。

以上です。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

白石純一委員 

同じ３９ページの地産地消の推進事業ですけれども、４０ページの事業効果

や方向性のところを見ると、地元産の上から３つ目の○のところですね。地元

産の野菜の比率を上げていくことで野菜農家等、あるいは方向性のところでも

最初の○で地元産の野菜等の比率を上げる。ここで、地元産の肉や魚について

は言及がないんですけど、肉、魚についても当然地元産を中心ということは考

えなければいけないんですが、それはどうなっているんですか。 

山元学校給食センター長 

今、委員からございましたとおり、食材の中では食肉ですとか、魚類等も使

っているところではあるんですが、現在の地元産の活用という部分では、地元

の業者さんを通じて調達している部分が多くあるんですが、例えば食肉につい

てですと、生産がどこでされたかというところの把握というのが、今のところ

まだ十分にでいていないものですから、個々について阿久根産かどうかという

ところまでは、今のところ把握ができていないところであります。 

白石純一委員 

確かによそから持ってきた肉、魚を加工している部分も多いかと思いますが、

そこも阿久根で加工されたという、準阿久根産ということも言えると思います

ので、そういった肉、魚も阿久根の業者からできるだけ仕入れるということは

大事だと思いますが、いかがでしょうか 

山元学校給食センター 

そこの部分につきましては今後もなるべくそのように努めてまいりたいとい

うふうに考えています。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 
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中面幸人委員 

同じところなんですけれども、まず、目標値の定め方なんですけれども、例

えば、献立の食材自体をですね、先ほども話がありましたように、農畜産物、

魚関係ですね。全て献立を食材は地元産で１００％賄えるんですか。そこでこ

の数字を考えないかんと思うんだけど。全部賄えるのか、食材全てを地元産で

賄えるのかということです。 

山元学校給食センター所長 

給食で使っている食材の中では穀類、野菜、果物等ございます。先ほどござ

いました食肉、魚類等もございますが、阿久根で調達できる分については極力

阿久根産を調達するようにということで心がけてはいるんですが、例えば乳製

品であったりですとか、パンだったりとか、もともと阿久根での調達が困難な

物というのもございますので、１００％地元産で賄うというのは非常に難しい

のではないかというふうに考えているところでございます。少しでも地元産の

利用率を高めていくほうで努力をしていきたいというふうに考えているところ

でございます。 

中面幸人委員 

とらえ方として、阿久根でできる品物についてのパーセントという捉え方で

よろしいんですね。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

質疑なしと認めます。 

給食センター、教育総務課の審査を一時中止します。 

 

（学校給食センター・教育総務課退室、学校教育課入室） 

 

岩﨑健二委員長 

次に、学校教育課所管の個別事業について、順次説明をお願いいたします。 

小園学校教育課長 

よろしくお願いします。それでは、学校教育課所管分について御説明申し上

げます。 

資料の１０３ページをお開きください。 

事業番号２７、学力向上支援員配置事業につきましては、基礎・基本の確実

な定着や思考力・判断力・表現力等の育成、学習意欲の向上、学習習慣の確立

を目指すことを目的としております。平成３０年度は、英語の支援員を小学校

担当として２名、中学校担当として２名の計４名、また、理科支援員を小学校

５校に２名配置しております。平成３０年度の県が行った鹿児島学習定着度調

査における通過率は、英語の市の平均は、中学１年が７１.３％、中学２年が

５７.０％であり、中学１年で県平均より－２ポイント、中学２年で５.３ポイ

ント県平均より上回っておりました。理科の市の平均は、小学５年で５６.

９％であり、県平均を２.３ポイント上回っており、理科支援員を配置してい

る学校の平均は６６.９％で、県平均を１０ポイント上回っておりました。今
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後も、学力向上支援員配置事業を通して、より生きた英語に親しませたり、実

験・観察活動を充実させたりすることで、学習意欲の向上や基礎・基本の定着、

学力向上に取り組んでまいります。 

続きまして、資料１０５ページをお開きください。 

事業番号２８、特別支援教育支援員配置事業につきましては、通常の学級に

おいて、教育上特別な支援を必要とする児童・生徒に対して特別支援教育支援

員を配置して、特別な支援を必要とする子供たちが充実した学校生活を送るた

めの支援を行うことを目的としています。子供たちが学校の授業や生活上のこ

とで困っていることで、不登校になってしまうことは防ぐ必要があると考えま

す。不登校の要因はさまざまでございますが、平成３０年度の市の不登校の割

合は、県の不登校の割合より小学校で０.０９％高く、中学校では３.７３％高

い傾向にあります。今後も、学校教育を受ける上で生じる障壁をできるだけな

くし、子供たちが充実した学校生活を送ることができるよう、環境づくりを推

進していく必要があると考えております。 

次に、資料１０７ページをお開きください。 

事業番号２９、スクールソーシャルワーカー等配置事業につきましては、学

校からの依頼により、スクールソーシャルワーカーが家庭訪問を行い、児童・

生徒や保護者の相談に応じたり、関係機関との調整を行い、学校や関係機関が

ケース会議を開催したりするなど、問題の解決に向けて支援の方向性の検討を

行っています。不登校児童・生徒の割合は、先ほど述べたとおりですが、不登

校は社会的自立という点でも、児童生徒や保護者にとっては大きな問題である

と考えます。今後とも、この事業を通して、児童・生徒やその保護者の心に寄

り添った対応を行い、新たな不登校児童・生徒を生まないようにし、不登校の

児童・生徒の割合を少なくしていきたいと考えております。 

以上で、学校教育課所管の説明を終わります。よろしくお願いします。 

岩﨑健二委員長 

課長の説明は終わりました。 

これより質疑に入ります。 

濵之上大成委員 

１０３ページ、事業番号２７番、学力向上支援員配置事業なんですが、成績

等において、県の平均値に対して当時の中学校の差を書いてあったりするんで

すがね、市内の中学校の各中学校別の状況というのも各学校に知らされてるん

でしょうか。例えば、三笠中にとっては阿久根中がどうだった、大川中がどう

だった、鶴中がどうだったというやりとりは各学校等で把握されてるんですか。 

小園学校教育課長 

今の質問は、学校の結果を全部出して皆さんがわかってるかということにな

るんですか。学校ごとに学校の結果を。 

濵之上大成委員 

要するに、学力テストとかありますよね。そうしたときに、今のこの状況の

中で県平均は幾らだった、中学校の平均は幾らだったと、こういうのは知らさ

れるわけです。しかし、市内の他の中学校は幾らだったというのは出せないも

んでしょうかというふうに質問したほうがいいですかね。 
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小園学校教育課長 

各学校においては学校の結果については保護者等にはお知らせしていると思

います。ただ、学校ごとの点数の結果については、お互い出しているというこ

とはしていません。ただ、市とか県の平均は出しております。 

濵之上大成委員 

各学校のを出してないという理由は何ですか。 

小園学校教育課長 

小さな学校とか大きな学校では母数が違いますよね。それで極端に固定され

てというか、個別に固定されてしまうおそれがあるので、なるだけ出さないよ

うにしています。 

濵之上大成委員 

もう一度確認ですが、教科担当、あるいは学校の校長、教頭は把握はしてい

るということで理解していいですか。 

小園学校教育課長 

はい。よろしいです。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

白石純一委員 

１０３ページ、同じところですけれども、取組内容の３つ目の理科支援員の

ところで、一番下にある表の指標で理科の定着度ですね。この実践研究事業を

行った小学校では６０何％とかなり高かったということですが、この取組内容

によりますと５つの小学校でやって、それ以外の４つの小学校ではやっていな

いというふうに見えますが、そちらではかなり県平均よりも低かったというこ

とでしょうか。 

小園学校教育課長 

かなり低かったということではなくて、配置した学校では支援員さんがつい

てくれるので、いろんな観察・実験の準備をしていただくと。それによって、

通常の学校では全て担任が１人でしないといけないものを支援員さんがしてく

だされるので、その分の時間を授業の充実という点に充てられる部分もあるの

で、その部分がよかったのかなというふうに思います。 

白石純一委員 

今回できなかった４校についても、同様のスタッフの配置は大変だとは思い

ますけれども、４校についても検討はしていかないといけないというふうには

お考えですか。 

小園学校教育課長 

今のところですね、配置している学校というのが複式学級のある学校に配置

しておりますので、今のところそうじゃない学校については配置する予定は今

考えておりません。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

木下孝行委員 

今ののとちょっと関連しますけど、特別支援教育支援員配置事業ということ
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で、配置された教育支援員数は足りているのか、足りていないのか。今の現状

は、ここに小学校１２名、中学校３名ということではありますけど、子供何人

に１人は必要というような、確か規定があったと思うんですけど、実際にその

規定をクリアしてるのか、そこはどうですか。 

小園学校教育課長 

この特別支援教育支援員の配置についてはですね、学校からの要望もあると

ころでございます。学校が支援を必要とする児童・生徒の数に対しての支援員

の数というのが、果たして適切であるのかどうかというのは常々私どもも検討

しているところであって、また、学校が把握している支援員を必要としている

児童・生徒数の数というのが適切であるのかどうかというところもですね、検

討しているところであります。ですから、支援員が足りてるのか、足りてない

のかということも含めてですね、今後、これは精査して検討していかないとい

けないことだというふうに思っているところでございます。 

木下孝行委員 

そこのところをですね、精査して適正な配置というのを今後考えていって、

不登校だけじゃなくて、発達障害の子供たちとか、そういった子供たちもかな

り手がかかるということで、一人の支援員に対する負担がかなりあるような話

も聞くんですね、そこらも配慮しながら適正な配置を今後検討して、評価がで

きるだけ、３０年度については悪いみたいな感じで、出現率も含めてですね、

そこらも改善できるようにお願いしたい。以上です。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

濵之上大成委員 

ソーシャルワーカーに関連してなんですがね、発達障害というこの障がいと

いう言葉もちょっと気になるんですが、先ほどの福祉のほうの障害児の問題で

もだったんですが、市の職員、あるいは嘱託員で、現実に課長としてですね、

職員は足りてますかね。というのは、細やかな連携をとるためにですね、訪問

時に学校に行ったりする状況の中でですね、どうも回数が少ないような気もす

るんです、私から見たときに。職員は足りてるか、足りてないかをお聞きしま

す。 

小園学校教育課長 

市の職員というのは学校の先生のことですか。市の職員ですか。 

濵之上大成委員 

ソーシャルワーカーはもちろんなんですが、その場に、窓口の連携をとるた

めの市の職員です。そういう意味です。わかりますかね、私が言うのは。あの

人みたいな人。名前を言うといかんから、そういう人たちは１人で足りてます

か、足りてませんか。それとも３人ぐらいは必要だなとか思いますか。 

小園学校教育課長 

多いほうがいいと思います。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 
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質疑なしと認め、学校教育課の審査を一時中止します。 

 

（学校教育課退室、介護長寿課入室） 

 

岩﨑健二委員長 

次に、介護長寿課所管の個別事業について、順次、課長の説明を求めます。 

中野介護長寿課長 

総合戦略事業検証シートの介護長寿課分について御説明いたします。 

当課所管の４事業については、１１３ページから１２０ページにかけて掲載

してあります。全ての事業が、総合戦略の基本目標４「自然と人が共生する」

快適で住みよいまちをつくるのうちの重点目標４－①快適で住みよいまちをつ

くるに位置づけされているところです。 

それでは、１１３ページから御説明いたします。 

事業番号３１、高齢者地域見守り・支え合い事業については、取組内容に記

載のとおり、１つ目として、独居高齢者等への配食サービスを行う「食」の自

立支援事業、２つ目として、高齢者を含む任意のグループによる互助活動に対

し地域商品券を支給する高齢者元気度アップ地域包括ケア推進事業、３つ目と

して、集落ごとに支えあいマップを作成し、地域の相互援助体制を確立する共

助の基盤づくり事業を通じて、高齢者等を地域で見守り、支え合う体制づくり

を進めるものであります。平成３０年度の事業実績は、取組内容欄に記載のと

おり、「食」の自立支援事業については総配食数が４万４,６８５食、月平均

利用者が１１８人であり、食生活の改善と健康維持、見守り活動を通した安否

確認により、在宅での自立支援を行っているところです。高齢者元気度アップ

地域包括ケア推進事業については、８８団体が商品券の交換を行っており、そ

の数は年々増加しているところです。また、共助の基盤づくり事業については、

これまでの支え合いマップづくり事業を契機に始まったふれあいいきいきサロ

ンが継続して開催されているところであり、高齢者を地域で見守る体制づくり

につながっているところです。目標達成の指標である自治会加入率はＢ評価で

あり、参考指標として設定した高齢者元気度アップ活動団体登録数は、年度目

標値を上回りＡ評価であります。１１４ページに入り、事業の今後の方向性で

ありますが、本市では、今後も高齢者世帯や一人暮らし高齢者の増加が予想さ

れる中、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自立した日常生活を営むことが

できるよう、各種高齢者福祉サービスを展開し、見守り体制及び支え合い体制

の構築と充実に努めることとし、庁内及び検証委員会における総合評価は、と

もに◎となっているところです。 

次に、１１５ページに移り、事業番号３２、地域介護予防活動支援事業は、

公民館で開催されているころばん体操教室の実施状況であります。取組内容に

記載のとおり、ころばん体操教室は、地区の公民館等の身近な場所で、気軽に

参加できる介護予防の場として、住民主体の運営により開催しているもので、

平成３０年度は計４０地区で、参加登録者数は９２９人に上っているところで

す。なお、令和元年１２月末現在では、計４７地区、１,０８３人になってい

るところです。目標としては、今後も市内全域に教室を拡大していきたいと考
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えており、指標に設定した開催地区数ではＤ評価となっているところですが、

参考指標の参加登録者数は順調に増加しておりＡ評価となっているところです。

１１６ページに入り、事業の方向性についてですが、今後も引き続き、ころば

ん体操の効果を広報しつつ、未実施地区への働きかけを行っていくこととして

いるところです。また、評価においては、庁内及び検証委員会での総合評価は

◎となっているところです。 

次に、１１７ページに入り、事業番号５０、生活支援体制整備事業は、生活

支援コーディネーターを配置して、高齢者や地域住民が生活支援の担い手とし

て社会的役割を持ちながら社会参加し、生活支援サービスを提供することで、

地域コミュニティーの再生を図ることを目的としているものです。具体的には、

取組内容欄に記載のとおり、生活支援コーディネーターを市内全域の第１層に

１名、市内を北部と南部に分けた第２層に各１名ずつの計３名を配置し、地域

の社会資源の把握を行い、住民ニーズに応じた各種サービスの創出につなげる

ものです。現在、社会福祉協議会に事業委託をし、生活支援コーディネーター

３名を配置して事業実施を図っているところですが、平成２９年度から３０年

度にかけて地域情報の把握を実施し、平成３０年度末に第２層の地域協議体に

あたる会合として、阿久根市地域づくり勉強会を開催したところです。令和元

年度に入り、８月には地域づくり勉強会を市内４地区で開催するとともに、９

月から１０月にかけて生活支援サポーター養成講座を開催したところです。ま

た、本年度中にさらにもう１回、勉強会を開催する計画であります。資料の目

標達成状況欄には、いまだ実績が表れていないところですが、以上のように、

令和元年度において、事業の推進が図られてきているところです。１１８ペー

ジに入り、事業の方向性としては、今後とも地域協議体の設置及び活動支援を

図り、地域のボランティア育成につながる生活支援サポーター養成講座や地域

での助け合いの仕組みづくりなどを進め、生活支援体制の整備を進めたいと考

えております。 

次に、１１９ページに入り、事業番号３４、認知症施策推進事業は、認知症

予防と認知症に対する知識の普及・啓発を図るとともに、増加する認知症高齢

者の早期診断・早期対応を図る体制づくりを進めるものであります。取組内容

としては、認知症初期集中支援チームの設置をはじめ、認知症予防講演会の開

催や、目標達成の指標に設定した認知症サポーターの養成のほか、キャラバン

メイト連絡会、認知症カフェの開催などに取り組んでいるところです。１２０

ページに入り、今後の方向性としては、認知症患者は今後も増加する傾向にあ

り、認知症に関する正しい知識の普及と認知症サポーター等の指導者の養成を、

継続して取り組んでいくこととしているところです。評価としては、今後も取

組の継続が適当であるとされたところでございます。 

以上で、介護長寿課所管分についての説明を終わります。よろしくお願いい

たします。 

岩﨑健二委員長 

課長の説明が終わりました。 

これより質疑に入ります。 

質疑ありませんか。 
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中面幸人委員 

１１３ページの事業番号３１でお聞きをいたしますが、取り組み内容の中の

支え合いマップづくりについてお聞きしますが、これは確か３年ぐらい前にで

すね、各地区、マップづくりをしたと思うんですが、この下のほうに４区見直

し作業を実施と書いてありますが、私も気になってですね、自分たちの地区で

は自主防災組織もつくってるんですが、それと若干似た部分もあってですね、

今はもう高齢化が進んで１年で相当実態が変わってきてると思うんですよ。見

直しがやはり、これはたぶん社協のほうに委託されてると思うんですけどです

ね、やはり社協の方に来ていただいて、みんなで語り合いをしないと、なかな

か自分の地区では難しいんですよね。だからできるだけ早めに見直し作業をし

てほしいというふうに考えておりますが、どのような計画になっておりますか。 

中野介護長寿課長 

今、委員のお尋ねの見直し作業の部分についてなんですが、実際、今、お尋

ねのとおり、数年前に全ての区の支え合いマップの作成が終わったんですけれ

ども、そのあとの更新作業については、実際のところはそれほど進んでないと

いうのが現状です。と言いますのが、御質問のとおり、１年１年状況がかなり

変わってきて、これを１年１年見直すというのは実質的に不可能な状況だとい

うふうに認識をしております。紙ベースでの地図の部分でありますので、それ

をどういった形で活用していくかということもいろいろ検討したわけなんです

えけれども、データ化してそれを使えるようにするには、かなりシステムをつ

くっていかないといけないという状況がありました。今、お答えしましたとお

り、かなり状況が激しく変わる中で、これをどういった活用をしようかという

ところなんですけれども、今、４区のマップ見直し作業を実施ということなん

ですけれども、一方では更新はしつつ、環境が整ったところはこういた更新は

しつつ、プラス、マップづくりに携わった方たちが中心になって、今度はサロ

ンを開いたりとか、あるいはいろんな支え合いの住民の座談会等を開いたりと。

主眼は支え合いマップをつくるというか、更新するよりも、そちらのいろんな

支え合いの組織づくりに移行していくというのが、この共助の基盤づくりの今

は主眼でございますので、状況的にマップづくりを更新するということは社協

のほうでは地区に投げかけてはいるんですけれども、そういった状況が整った

ときには支え合いマップづくりを更新していきますけけれども、実質、それを

何年整備で、３年に１度更新するというふうな状況には今はなっていないとい

う状況でございます。それよりもそれをきっかけに何か行動が起こっていくと

いう方向に今か重きをおいて取組を進めているというところです。 

中面幸人委員 

なかなか見直し作業についても難しいかなというふうに思ったりもするんで

すけれどもですね、やはり、みんなその地域のある程度の役職の方が集まって

認識し合うというのは大事であると思うんですよね。そのような中で、例えば、

課長がおっしゃるように各地区でサロン会があったり、ころばん体操をしてい

る地区があるんですが、先ほどお示しになったように、ころばん体操なんかも

４７だったかな。そういうふうにですね、全ての区がそのあとの事業もしてい

ないところもあるので、やはりマップづくりの見直し作業というのももう少し、
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負担にならないように検討すべきじゃないかなと思っておりますので、いい検

討をお願いしたいと思います。 

中野介護長寿課長 

社会福祉協議会のほうにもですね、もちろん見直しの作業自体、それから投

げかけ自体は今後も続けていくように依頼をしますし、そしてまた、それとは

別個に住民座談会等も定期的にいろいろ開いてありますので、その辺はその中

で地域の情報を収集すると、地域の皆さんがそれを理解するという運動はです

ね、今後も続けていきたいと考えております。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

［発言する者あり］ 

山田勝委員 

ころばん体操とかですね、それからいきいきサロンというのをね、私は全集

落でやってるかと思ったら、全集落でないことに残念だと思ってるんですよ。

あれは非常にね、私の集落では２つともやってますよ。みんな楽しんで出てき

てらっしゃいますし、みんな楽しんでね、いきいきサロンもされてますよ。だ

から、なるべくほかのところもですね、実施してくれるように啓蒙、指導をせ

ないかんですよ。そしたらもっともっと認知症の方も少なくなったりするから、

頑張ってください。 

竹之内和満委員 

１１７ページの生活支援体制整備事業なんですが、この目標達成状況の指標

がですね、２年連続でゼロというのは非常に気になるんですが、全体のこの事

業の流れの中で、今、どういう状況にあるのかというのを教えてください。 

中野介護長寿課長 

先ほどの説明の中でも少し実績を御説明したところでございますが、実は目

標達成のボランティア等の生活支援の担い手数という、ボランティアの養成数

というのもあるんですけども、ここについてはですね、ボランティア養成講座

というのがありまして、実は指標を設定した段階で個人で何人というような指

標設定をしたんですけれども、社協のほうに登録されてる部分については、実

は個人と団体が混在してまして、正確な数字が出せていないというような状況

がございました。先ほど説明の中でもありましたとおり、生活支援サポーター

養成講座というものを今年度はまた開いてますので、その中で２０名弱の参加

もあったところでございます。それから地域協議体の設置数ということで、説

明の中でもありました。実は地域づくり勉強会という名称を冠していますけれ

ども、そのところについて協議体の位置づけをやっておりますので、令和元年

度について、協議体数は北部と南部に１つずつの合計２協議体を設けようとい

うことで勘案してるんですけれども、地域づくり勉強会を今、市内４地区で勉

強会を開催したところですので、ここのところもまた令和元年度に実績数が出

てくるというふうに考えているところです。 

竹之内和満委員 

その中で、生活支援コーディネーターという人はどういう役割を果たしてい

るですかね。 
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中野介護長寿課長 

社協のほうにですね、生活支援コーディネーターという役割の職員の方、兼

務も含めてなんですけれども、３名を配置しているところですけれども、地域

に出てですね、いわゆる今、サロンのほうにも出かけて行って、地域で今、ど

ういった社会資源というか、例えば高齢者の集まりの具合がどうであるとか、

高齢者に必要なサービスはどういうサービスが必要ですかというような情報収

集をここまで行ってきたところです。今後についてはですね、先ほど申し上げ

ました地域づくり勉強会の音頭をとりながら、その中で意見集約をし、またプ

ラス、その地域地域にあった高齢者の支え合い体制、それから民間事業所も含

めたサービスの創出というようなところをですね、今後考えていきたいという

ところです。 

竹之内和満委員 

庁内評価も、検討委員会の評価も△ということで、改善・縮小・見直しが必

要という、やはり改善すべきところは大幅に改善していただいて、事業を進め

るのであればやっていただきたいなというふうに思います。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

質疑なしと認めます。 

介護長寿課の審査を一時中止いたします。 

ここで暫時休憩いたします。 

（介護長寿課退出） 

 

（休憩 １２：１０～１３：１２） 

 

（水産林務課入室） 

岩﨑健二委員長 

休憩前に引き続き委員会を再開いたします。 

水産林務課所管の個別事業について、課長の説明を求めます。 

佐潟水産林務課長 

総合戦略事業検証シートに基づき、水産林務課所管分について簡潔に御説明

いたします。 

３７ページをお開きください。事業番号２の竹林改良促進支援事業、たけの

こ産地化事業でありますが、平成３０年度のたけのこの出荷実績といたしまし

ては、裏年の影響もあり、ＪＡ鹿児島いずみと上野食品への出荷分で、合計４

５７トンの出荷実績で目標達成状況はＤ評価でありました。また、平成３０年

度の竹チップ材の出荷実績といたしましては１,６４６トンでございました。

竹チップ材への補助は平成２４年度からであり、平成２７年度に助成単価を１

キログラム当たり１.０円から１.５円に増額し、平成２８年度は２千トンを超

えましたが、その後は減少しているところであり、目標達成状況はＤ評価であ

りました。事業評価としましては、３８ページになりますが、庁内評価及び検

証評価委員会の評価とも△でありました。 
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次に、３５ページをお開きください。事業番号３７の漁業後継者就業支援事

業でありますが、これは、漁業者の高齢化と後継者不足が大きな問題となって

いることから、漁業後継者就業支援金を交付し、新たに漁業に就業する青年を

将来の漁業の担い手として確保・育成することを目的に、平成２８年度より事

業開始したものであります。平成３０年度の実績は、平成２８年度に認定を受

けた３名と、平成２９年度に認定を受けた２名の累計５名の実績であり、平成

３０年度の新規認定者は０人でありました。目標達成状況はＤ評価であり、庁

内評価及び検証委員会評価とも△でありました。近年の漁業は、従来の漁法で

も期待する漁獲量を確保できないなど、自然の影響を受け、経営は非常に難し

いことから、北さつま漁協とも協力して漁家経営の指導を含め実施していく必

要があります。 

４５ページをお開きください。事業番号３８のジビエ料理普及事業でありま

すが、これまで、学校給食でのシカ肉活用や各種イベントでの試食等を実施し

て、ジビエ普及を図ってまいりました。しかしながら、捕獲謝金やイノシカ肉

流通対策事業等の問題が発生し、平成３０年度は一般社団法人いかくら阿久根

への補助金の予算は執行しておらず、いかくら阿久根が販売したジビエ肉の実

績は８４３キログラムであり、目標達成状況はＤ評価であります。庁内評価及

び検証委員会評価とも△でありました。これまでのジビエ普及に関する意見等

も踏まえ、検討してまいりたいというふうに思います。 

以上で説明を終わりますが、質問につきましては、私並びに担当係長で答弁

させていただきます。 

岩﨑健二委員長 

課長の説明は終わりました。 

これより質疑に入ります。 

牟田学委員 

３７ページの竹林改良促進支援事業で、竹チップがですね、やはり２８年度

から２９年度、３０年度としてはですね、大分少なくなっていると。２８年度

は目標に届くあたりまであるんですが、それが２７年度、単価の改定があった

というふうに思ってるんですよね。そういった中で、２９、３０と大分少なく

なっているということは、荒れた竹林が増えているというふうに考えたほうが

いいのかなと。竹チップを出す人も高齢化が進んで、なかなかという思いがあ

るんですが、やはりキロ単価をですね、１０円に上げるとか、そこ辺りの施策

というのは考えていないんですか。 

佐潟水産林務課長 

委員にお答えいたします。この数値目標と数値実績につきまして、平成２９

年度が平成２８年度と比べますと約５００トン近く減ってきております。これ

につきましても組合員数の減少、それからたけのこ自体の出荷等々の影響があ

りまして、減ったようでありますけれども、委員から意見、要望として出てま

す単価の問題ですね。これにつきましても、これまで予算委員会、決算委員会

等々で話が出てきておりますし、また、たけのこ生産組合のほうからも検討を

という要望が出てます。近隣の補助単価も調査はしておりますので、今後、組

合員の方々が竹林の荒廃等ならないように、積極的に出せるように持っていき
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たいというふうには思いますので、今後とも単価の問題については検討してま

いりたいというふうに思っております。 

牟田学委員 

農地に関しては耕作放棄地という考えがあるじゃないですか。やはり、竹林

の場合も荒れている竹林が大分増えていると思うんですよね。そこ辺りを考え

れば、やはり課長が言われたように、そういう単価辺りもですね、今後考えて

いかないかんとじゃないかなというふうに思います。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

川上洋一委員 

３５ページ、漁業者の後継、高齢化でですね、実際、私が知る中でじいちゃ

んが船を持ってると。だけど免許がないということで、船も魚釣りも好きだと

いうことで、船を乗りたいんだけど免許がないから乗れないという子供たちが、

結構、脇本地域にはいるんですよね。そこら辺のことを考えてですね、どうで

しょう。免許を取る補助金とか、そういうのを県とか市とかで考えて、幾分、

何割でもいいから補助できるという感じのシステムをつくってもらえれば、ま

た海に出る子供たちも結構増えてくるんじゃないかと思うんですけど、そうい

うところの取組は考えられませんかね。 

佐潟水産林務課長 

漁業後継者の就業支援事業につきましては、漁業後継者就業支援金交付要綱、

これに基づいて補助金は交付しております。ただ、委員から要望のありました

船舶免許の補助とか、そういう違った意味での支援等についてはですね、県の

漁師塾とか、そういう事業等もありますので、県のほうの事業等も確認してみ

たいというふうに思います。なお、漁業後継者の支援金交付要綱につきまして

は、まず、市内に住所を有していること、あと４０歳未満の者であること、そ

れから北さつま漁業協同組合の正組合員であること等ということからですね、

少なくとも、まずはじめには船舶免許を持っている方が多いのかなというふう

には思っているところです。 

川上洋一委員 

高校生に正組合員になれというのは無理ですもんね、正直言って。だから、

私は後継者というもの自体をすぐに働ける人間じゃなくして、やっぱり海にな

じませていって、どこか都会に就職していって、何かがあって帰ってきて、漁

師でもしようかというようなふうに、ステップアップしやすいように所管課と

してもしていったらどうだろうというのが私の今の質問の趣旨なんですよね。

だから、全額を補助しろとかじゃなくて、もちろん父兄も補助して、父兄も出

して、市も幾らか出してくれて、また県も幾らか出してくれて、まとめて阿久

根市で、例えば北さつまがやっている免許制度みたいな感じで講座を開いて免

許を取らせるみたいなことを、もっと手軽にできないだろうかなというのが。

そうしないと１人か２人に補助金出しても、私が思うにそれが実際、うまくい

けばなっていくけど、今の現状ではならないというのが私の、たぶん所管課の

方たちもわかってると思うんですよ。それじゃなくして、もっと幅を広げて海

になじんで、ゲームばっかりせずに、海になじんでそういう自然をして楽しみ
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をつくってやって漁師をというふうなふうに持っていかんといかんのじゃない

かなというのが私の考えで質問させてもらったんですけど。ぜひ県のそういう

事業課と話をして、できればそういうふうに進めてほしいんですよね。たぶん、

倉津辺りもだし、浜辺りもいっぱいいらっしゃると思うんですよ、免許を取り

たいと。だけど１７万、２０万ぐらいのお金が必要だから簡単には取れません

よね、高校生を養っている以上は。だけど、そこら辺を考えて県とか、市もこ

ういうふうに後継者が不足していけば、５年先、１０年先にはもっと減ります、

この状態だったら。だからやっぱり免許が一番大事ですから、免許を取らせる

ようなことを考えてもらいたいと。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

仮屋園一徳委員 

４５ページの事業番号４８、ジビエ料理普及事業について、４６ページの庁

内評価の意見の中で、最後のほうですが、事業の適正な実施に努めながら、駆

除、加工処理、流通の改善が必要であるというふうに書いてあるんですが、こ

れについて執行部としては何らかの対策を考えていらっしゃるか、それとも今

は手のつけようがないのか、率直にお答えをいただきたいと思います。 

佐潟水産林務課長 

委員から御質問の庁内評価のところの文言等でございますけれども、事業の

適正な実施ということに関しまして、今現在、捕獲隊と解体処理施設側のほう

裁判等で係争中でございます。また、この前の産業厚生委員会の中でも陳情等

についての聞きとり等々あったかというふうに思っております。また、１１月

１５日から猟期に入りまして、猟期内については鳥獣保護区についての捕獲指

示と、鳥獣保護区以外については市の捕獲謝金は出しませんが、国の上乗せ謝

金の対象となることから捕獲指示を出して捕獲をしています（訂正あり）。猟

期に入りましたのでそれぞれ猟のほうを実施されてらっしゃるわけですけれど

も、捕獲隊のほうからもいろいろ要望とか、あと解体処理施設側からも受け入

れの話とか、そういうのがあるようでございます。今後ともですね、行政とし

ましては両方の方々の意見等も聞きながら、上の行にありますように農林産物

の被害がくいとめられる、捕獲意欲が湧くような状況に早めに持っていきたい

というふうに思っております。 

仮屋園一徳委員 

今、現在ですね、確実にイノシシ、シカが増えてますし、そして、たけのこ

の時期をまもなく迎えるんですけど、たけのこを生産される方から非常に心配

した声が聞こえてきますので、その辺を十分考慮していただければと思います。

要望で終わります。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

濵田洋一委員 

３５ページの漁業後継者就業支援事業ですが、このことにつきましても、以

前から私も一般質問の中で話しております。非常に第１次産業を支援するとい

うことでは大事な事業ではなかろうかと思っておりますが、平成３０年度で漁
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業後継者数ということで、目標値が１５名に対して５名ということであります。

３０年度、単年度においてはゼロということになっておりますが、ゼロという

ことは応募がなかったのか、応募があっても支給対象の方ではなかったのか、

そこら辺はどうでしょうか。 

佐潟水産林務課長 

委員より御質問のありました平成３０年度の実績がゼロということでありま

すけれども、対象者の方々はそれぞれいらっしゃって、漁協のほうを通じてお

話をしたところなんですけれども、申請のほうがなかったということでござい

ます。 

濵田洋一委員 

対象者はいらっしゃったけれども申請がなかったということでありますが、

ちなみに令和元年度はまだ途中ですけれども、どのような状況ですか。 

佐潟水産林務課長 

令和元年度につきましては２名の申請があって、上期の交付をしているとこ

ろです。 

濵田洋一委員 

３６ページのですね、庁内評価の意見の中で、都市部への制度情報の発信と

いうふうにありますけれども、これは所管課としては取り組んでいかれる考え

でしょうか、どうでしょうか。 

佐潟水産林務課長 

都市部への制度情報の発信等につきましては、中央の漁協、全国の漁協の団

体とか、あと水産庁とか、そういったところで漁業後継者等の支援のサイトが

ありまして、そちらのほうで発信をしているということでございまして、具体

的に都市部のほうに出向いて行って、後継者の発掘とか、そういうことではな

くて、そういうネット通じた形での発信ということでご理解いただければとい

うふうに思います。 

濵田洋一委員 

いろんな媒体を使った中でですね、今後も基幹産業である第１次産業の中の

漁業ということでありますので、頑張っていただきたいと思います。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

白石純一委員 

４５ページのジビエ料理普及事業ですけれども、いかくらの問題で滞ってる

というのは理解しますが、いかくらさんに一手に引き受けてもらっておるため、

このようにジビエ販売量も急激に落ち込んでいるということですが、スターゼ

ンさんは食肉の加工・流通のプロなわけですけれども、スターゼンさんを何か

流通の一環として活用できる、あるいはスターゼンさんのほうから利用いただ

くというような検討、あるいはお願い等はされたことはありますでしょうか。 

佐潟水産林務課長 

私が直接うかがったわけではございませんけれども、前任者の記録等を確認

しましたところ、スターゼンさんとか食肉業者さん等に話を持ちかけてみたと

ころ、ジビエというのはもともと野生獣であるということで、食品衛生法上、
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食肉加工業者の方々としては取り扱えないということであったと思います。 

白石純一委員 

食肉の処理の免許はおそらくそうなのでありましょうけれども、当然、流通

も持っていらっしゃる。実は私は学生時代、東京でですね、フランス料理屋に

努めていたところ、そこもジビエを出していました。そこで肉を納入していた

のが当時のゼンチクでした。そのときジビエをゼンチクさんが持ってこられた

かどうかの確認はしなかったんですけれども、少なくとも流通は共通の部分、

販売先は共通のレストラン等があるわけですから、何らかの工夫も今後必要で

はないかなと思った次第ですので、今後、御検討いただければと思います。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

木下孝行委員 

漁業後継者就労支援事業についてですね、非常に阿久根市の後継者問題は厳

しい状況にあると思って発言をしますけど、評価は改善が必要と、見直しが必

要というようなことで評価されているわけであって、今、各委員の意見の中に

もあったように、何か仕掛けを考えていかんといかんのかなと。この就労支援

だけじゃなくて、就労支援にプラスをした何か新しいものをつくっていかない

と、後継者は来ないんじゃないかなと、市内からもですけどよそからも。特に

市外から漁業に興味のある人は、今、全国、結構いるような雰囲気があります

よね。いろんなところに漁業をしたくて定住をしたとか、そういった話もテレ

ビなんかでも聞いたり、そういう情報も出ております。そういった中で、就労

支援を中心にしたですよ、庁舎内も横断的に空き家対策とか、漁業の倉津とか、

黒之浜とか、浜とか、漁業者が多いところで空き家が結構あったりするわけで、

空き家と、そして、仮に船。今、川上委員からも船もかなり使ってない船も出

てきてると。そういった情報を集約して、船と家と漁業者就労支援、含めたセ

ットで阿久根市がホームページで出したりとか、いろんなサイトを使って、移

住定住を含めた漁業後継者を募集してますというような、そういうようなこと

も考えながらいかんと、なかなか阿久根市だけ後継者をという状況も厳しい。

そうしたら市外からそういうことも含めてそういうのを考えていったほうがい

いと思うんですけど、課長はどうですか。 

佐潟水産林務課長 

委員から御提案がありましたように、そういう移住定住との兼ね合い等も、

個人的にはそういうのもあっていいのかなというふうに思っております。とに

かく、この事業の要綱からいきますとかなりハードルは高いんですけれども、

よそからある一定程度の年齢でこちらに帰ってこられて、古い船舶等も借りら

れて、家も借りればですね、漁業に限らずとも農業とか、そういった１次産業

に興味をもって働いていただく方も出てくるのかなというふうに個人的には思

いますけれども、この事業としての部分につきましては、この交付要綱等の内

容も検討しながら進めていかないといけないのかなというふうに思っています。 

木下孝行委員 

ぜひそういったことも考えながらですね、何とか担い手を増やしていくとい

う努力を頑張っていっていただきたいと思います。あわせて竹林改良促進支援
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についてもですね、たけのこの生産も落ちてるという、裏年だったということ

もあるんでしょうけど、チップの搬出もあまり上がってはいないというような

ことで、それがいわゆる竹林が荒れてきているのかということは私もよくわか

らないですけど、それが原因になってるのか、荒れてきているのかも詳しい情

報は入ってないですけど。たけのこ生産は非常に生産しやすい産品なんですよ

ね。極端な話し、肥料もいらないし、管理も間伐をするだけで、基本的にはほ

かの農業とすればやりやすい、経費がかからない農業ということでいえばあま

りリスクがないということで。逆に言えば生産者が増えてもいいだろうと思う

んですよね。特に高齢者の方たちが、職のない人たちが竹林を借りたりしなが

ら、市のほうはその仲介をしてますよね、竹林の。 

［発言する者あり］ 

岩﨑健二委員長 

冷静にお願いします。 

木下孝行委員 

そういう中で、そういう竹林が本来もっと利用できると思うんですけど、そ

こら辺をもっと周知するような、そういうことも取り組んでいってもらいたい

と思います。そこについてひと言。 

佐潟水産林務課長 

放置竹林の関係につきましては、平成３０年度より新規事業として放置竹林

解消等奨励交付金事業ということで事業を行っておりまして、貸し手・借り手

の方々にも補助金を出して事業を実施しております。こちらにつきましても、

なかなか借り手の方々がどうしても道路沿いの利用しやすいところが、やはり

望まれていらっしゃるようで、なかなか増えてきてないんですけども。そうい

う事業を活用しながら放置竹林の解消等に努めていきたいと思っております。 

木下孝行委員 

竹林の解消は、頑張り次第では増えていく可能性があるんだろうと思います

ので、ぜひそういうふうに前向きに、これからも考えながら取り組んでくださ

い。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

質疑なしと認め、水産林務課の審査を一時中止いたします。 

 

（水産林務課退出、農政課入室） 

 

岩﨑健二委員長 

次に、農政課所管の個別事業について、順次説明をお願いします。 

課長の説明をお願いします。 

園田農政課長 

それでは、農政課所管分について御説明いたします。 

まず、検証資料３１ページをお開きください。事業番号３６－１は、新規就

農者支援事業のうち、ＪＡアグリセンターにおいて施設園芸、いわゆるハウス



 

- 33 - 

生産を中心とした栽培技術や知識を習得するため、研修を受ける５０歳以下の

新規就農希望者に対して月１５万円を支援する事業であります。研修期間は、

８月から翌年７月までの１年間であり、助成金は月額１５万円で市とＪＡ鹿児

島いずみで２分の１ずつ負担するものですが、年間１８０万円のうち１５０万

円については、４５歳未満であれば国の農業次世代人材投資事業の準備型で負

担することができることから、残り３０万円の２分の１を市が負担したもので

す。平成３０年度は、イチゴ生産希望の研修生１名が入講したため、８月から

３月分までの８カ月分１０万円を支援しました。この研修生については、令和

元年７月で研修を終了し、同年８月からイチゴ生産農家として本市山下地域で

就農したところであります。 

次に、３３ページになりますが、事業番号３６－２は、新規就農者支援事業

のうち、本市独自の事業として平成２８年度から実施している壮年世代新規就

農者支援事業であり、４５歳以上、５５歳未満の就農者に対し、経営開始直後

の経営が不安定な初期段階の経営安定を図るため、年間１００万円を最大２年

間給付する事業です。給付金の１００万円は年２回に分けて５０万円ずつ給付

することとしております。平成３０年度の壮年世代新規就農者は１名でしたが、

平成２８年度から対象者１名と平成２９年度からの対象者２名にもそれぞれ継

続の給付金を給付したため、事業実績額は合計で２５０万円となったところで

あります。 

次に、４１ページになりますが、事業番号３は耕作放棄地解消対策事業であ

り、耕作放棄地を利用して農業生産活動を行う農業者に対して、解消のために

要する経費の一部を助成し、農業生産活動への取組を支援するものであります。

平成３０年度の実績としましては、６戸の農業者等が事業を実施され、解消面

積については１５,６２０㎡、補助金実績額は２０５万４千円でした。 

次に、４７ページになりますが、事業番号３９は「食のまち阿久根」ブラン

ド力強化事業、いわゆる「華のＢＢＱ ＡＫＵＮＥ」であります。この事業は

平成２８年度から開催しており、平成３０年度は第３回目でありましたが、

「食のまち阿久根」のブランドイメージを市内外に情報発信するとともに交流

人口の増加を図るため、平成３０年１０月８日、月曜日に開催しました。実績

としましては、２,０５７枚のチケットを完売し、市内外から多くのお客様に

御来場いただき、食のまち阿久根のブランド力のイメージアップと交流人口の

増加に取り組んだところであります。 

以上で説明を終わりますが、どうぞよろしくお願いいたします。 

岩﨑健二委員長 

課長の説明が終わりました。 

これより質疑に入ります。 

質疑ありませんか。 

白石純一委員 

３３ページ、壮年の新規就農支援ですけれども、私がもし聞き漏らしていた

らすみません。４名の対象に交付を行ったということですが、作物はどういっ

たものをされてるんでしょうか。 

園田農政課長 
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お一人が果樹生産、そしてお一人は水稲生産、またお一人はカンショの生産、

そして最後、もう一人、３０年度の就農者がいらっしゃいますが、こちらがま

た果樹ということでございます。 

白石純一委員 

果樹はミカン、かんきつ類ということでよろしいんですね。 

園田農政課長 

はい、そのようになります。 

白石純一委員 

次の項目ですけれども、４７ページ、華のバーベキューＡＫＵＮＥですが、

市内外からということですが、市外からの訪問客の推移というのはわかります

か。 

園田農政課長 

平成３０年度、チケット販売数で把握しておりますが、市外への販売が５０

１名となっております。 

白石純一委員 

何％になりますか。 

園田農政課長 

全体で２,０５７枚販売しておりますので、率としては４分の１ほどとなっ

ております。 

白石純一委員 

令和元年度はどうなってますでしょうか。 

園田農政課長 

令和元年度につきましえは、６１３枚を市外の方に販売しておりまして、前

年度よりも増加しております。 

白石純一委員 

何％になりますか。 

園田農政課長 

令和元年度につきましては、全体の販売枚数が２千枚となっておりまして、

率は３０％ということになります。 

白石純一委員 

はい、了解しました。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

中面幸人委員 

３１ページと３３ページの事業番号３６－１と３６－２について、一緒に合

わせて話をいたしますが、やはりですね、この事業で何年かは補助金をやって

しますけど、そのあとを引き続き就農していくのが大事であって、やはりです

ね、どういう作物をつくって、その作物で生計を立てていけるような取り組み

をしないと、やっぱりそこの１，２年は補助金等で就農してもですよ、そのあ

とはやっていけない状況になってると思うんですよ。それだからいつまでもＤ

評価が続くというふうに私は思っております。やっぱりですね、農協と行政が

一体となって連携しながら、例えば今、基盤整備等もやっておりますけれども、
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ただ基盤整備をやるばっかりじゃなくて、そのあと何をつくって、しっかりと

農業で生計を立てるような取り組みを、方向性を示してやらないと、小手先だ

けでこういう制度がありますから新規農業者をって、始まらないと思うんです

よね、何年経っても。だから、農政課の所管として基盤整備等を行っておりま

すけれども、基盤整備を行ったあと、どんな作物をつくって、ずっとそれを継

続していって、農業で生計を立てられる、子供たちを大学まで出せられるよう

な取組をしてやらないと、絶対集まらないと思うんですよね。そのためにしっ

かりと行政と農協は連携しながら、どういう作物をつくって生計を立てるかを

先に示してやらないと、なかなか何年経っても一緒だと思いますが。その辺あ

たりを課長、先を見据えて考えた上でこういう事業を取り組まないと、私は続

かないと思うんですが、どうでしょうか、 

園田農政課長 

今、委員がおっしゃったとおり、農業経営というのは非常に厳しい、自然に

左右され、市場にも左右され、非常に厳しいという現状がございます。そうい

う意味ではより収益性の高い作物への転換、こちらについて市、ＪＡ、あるい

は県の普及員、合わせてチームとして指導を行っております。生産物について

はそれぞれの御意向がありますので強制はできないところではありますが、３

６－１番は施設園芸ということで御説明いたしましたが、自然の影響力が少な

く、また、一定の収益が確保できると。阿久根の産物であります豆類、あるい

はきゅうり、そしてミニトマトというような形で推進、あるいは推奨を行って

はおります。特に最近の新規就農者に対しては生活が安定できるようにという

ことで、そのような指導も行っておりますので、今後につきましても、既存の

農家も含め、そのような指導に努めていきたいと思います。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

濵﨑國治委員 

３３ページの新規就農者支援事業ですが、先ほど４名の方の生産物について

話があったんですが、１人の方が水稲、１人の方がカンショということであり

ましたが、規模が大きくないと水稲だけではなかなか厳しいんじゃないかなと

思いますが、規模的なのがわかっていますか。それと、もう１人の方がカンシ

ョということでありますが、特にでんぷん用じゃなくて、特別な野菜カンショ

といいますか、そういうものなのかですね。なかなかこれだけで農業を営農す

るというのは大変厳しいんじゃないかなと思いますけれども。その辺をお聞か

せください。 

園田農政課長 

おっしゃったとおり、水稲、あるいはカンショというのは反収というか、単

価が低うございますので、なかなか生計を立てるというのは厳しい部分もござ

います。現在、先ほど御紹介した水稲農家、あるいはカンショ農家につきまし

ては、別途、仕事もお持ちになりながらの生産を現在やっていらっしゃいます。

規模については今後拡大ということで、水稲については特に機械化が図れると

いうこともございまして、昨今のスマート農業等を含めてですね、効率化を考

えながら、今生産を取り組んでおります。カンショにつきましても、なかなか
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厳しい現状がございますが、先ほど申しました他の生産も含めて、より収益の

上がる農業を進めながら、今後指導にあたっていきたいと考えております。 

濵﨑國治委員 

水稲については兼業農家で当分この水稲で、それから規模拡大していくとい

うことで理解していいですね。 

園田農政課長 

そのような方向で考えております。 

濵﨑國治委員 

もちろんカンショのほうも兼業で、これも規模拡大とか、ほかの作物への挑

戦というのもあるということで理解していいですか。 

園田農政課長 

はい、そのようになります。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

白石純一委員 

先ほどちょっと聞き忘れました。４７ページのバーベキュー事業ですけれど

も、このバーベキューではジビエを食べてもらうというような検討、あるいは

実施はあったんでしょうか。 

園田農政課長 

ジビエの活用につきましては、開催の１回目、２回目、こちらについて先ほ

ど水産林務課長がお答えしましたけど、給食のほか、バーベキュー大会で試食

としてお客様に提供した経緯がございます。その後は、やはり先ほどの水産林

務課の説明のとおりジビエが今、肉の取扱が厳しいということで、３回目以降

は取扱いをしておりません。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

質疑なしと認めます。農政課の審査を一時中止します。 

 

（農政課退室、商工観光課入室） 

 

岩﨑健二委員長 

次に、商工観光課所管の個別事業について、課長の説明を求めます。 

堂之下商工観光課長 

総合戦略事業検証シートの中から、商工観光課関係事業について、御説明い

たします。 

４３ページをお開きください。事業番号４、地元商工業者育成（創業支援、

融資、利子補給）であります。基本目標１のうち、重点目標②商工業を支援す

るということで、市内中小企業者の事業に必要な資金の融資、それに係る利子

及び信用保証料の補助を行うことにより、中小企業の育成強化と進行を図って

おります。また、新規創業者に対するセミナーや相談等支援及び創業に係る経

費の補助を行うことで、地域振興の発展を図るということを目的に取り組んで
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おります。平成３０年度における取組内容については、創業支援として、飲食

店を開業された方に対して１件、１５０万円の補助金を交付いたしました。利

子補助金につきましては、平成２２年度から３０年度までの借り入れに対する

利子補助として１３６件、７８３万７千４００円の補助をしております。保証

料補助については、市制度資金分が２８件で補助額は２１０万６,６００円、

県制度資金分が１１件で、補助額は７５万８,１００円事業実績額は、１,２２

０万２,１００円であります。目標達成状況について、創業支援件数の計画目

標値を５年間の累計で１０件としておりましたが、平成３０年度までの累計で

１４件と目標を上回ったことから、目標値を１５件に上方修正いたしました。

小規模事業所減少数については、５年間での減少数を２５件としておりました

が、平成３０年度で３件となったことから、こちらも最終目標値を５件に上方

修正したところでございます。次のページを御覧ください。担当課としまして

は、目標値は上回る見込みでありますが、創業支援については、より多方面か

ら支援が行なえるよう金融機関を交えたネットワークの構築を行う必要がある

こと、利子補助についても、中小企業者に対し、より有効な支援策とするため

に制度の見直し、改善が必要であるとして△としました。庁内評価、検証委員

会評価も、より実効的な制度の見直しが必要ということで△となっております。 

次に、４９ページを御覧ください。事業番号７－１「食」のイベント開催で、

基本目標１のうち重点目標③まちを「うまい」で満たし、「うまい」を広める

であり、うに丼祭りや伊勢えび祭りの開催により、「食」のまち阿久根の認知

度を向上させ、観光交流人口の増加を図るものであります。３０年度の取組内

容は、うに丼祭りが１３店舗の参加で、９,０８０食、伊勢えび祭りが１１店

舗の参加で、１万４４食でありました。目標達成状況の表を御覧ください。平

成２６年度のうに丼・伊勢えび祭りの来場者数２万４,９１８人を基準値とし

て、単年の目標を３万人としておりましたが、平成２８年度以降減少しており、

平成３０年度は１万９,１２４人と達成度は６３.７％で達成評価はＤでありま

す。次のページを御覧ください。担当課としては、「食」のまちとしての認知

度向上は図られており、固定客も確保できていることから、取組の拡充・深化

が適当と判断し、◎としたところでありますが、庁内評価や検証委員会評価で

は、ウニの水揚げ量の減少や開催期間の短縮により来場者は減少しており、資

源確保等に努め継続開催を検討する必要がある。課題を整理しながら継続が適

当ということで、評価は○となっております。 

次に、５３ページを御覧ください。事業番号６高校生・大学生による「うま

い」まちづくり事業で、鶴翔高校３年Ａ組の商品支援事業や産官学金連携事業

で取り組んでおります鹿児島国際大学生とのコラボによる地域活性化事業によ

り、販路拡大を図るものであります。３０年度の取組内容ですが、鶴翔高校に

おいては、商品開発としてタカエビを使ったエビカツ、鹿肉醤油の開発に取り

組み、「鶴翔レストランｉｎ阿久根駅」を開催しました。３年Ａ組商品である

ジャムパッケージのリニューアルを行い、博多阪急で開催された「うまちか甲

子園」での販売のほか、華のＢＢＱ ＡＫＵＮＥ、阿久根市産業祭をはじめと

する県内外のイベントに積極的に出店し、３年Ａ組商品に限らず、阿久根のＰ

Ｒに努めたところであります。また、大学生については、阿久根市地域活性化
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共同事業により平成２９年度に空き店舗活用事業として展開した「チャレンジ

ショップ輪」を活用して、鶴翔高校と連携して商品販売やイベントを開催、ま

た、市内飲食店や肥薩おれんじ鉄道との連携による阿久根バルナイトのモニタ

ーツアーを開催し、にぎわいづくりについての調査研究が行われました。目標

達成状況につきましては、高校生・大学生がイベントに参加した回数を指標と

しており、単年１０回の目標に対し、３０年度は２２回と達成評価はＡであり

ます。次のページを御覧ください。担当課としては、学生の入れ替わりによる

継続性に課題があることから○としましたが、庁内評価・検証委員会評価では、

達成度は目標以上であり、成果を引き継いでいくことができるよう支援体制の

充実に努め、さらなる人材育成・商品開発及び販路拡大のため、取組の拡充・

深化が必要であるとして◎となっております。 

次のページ、事業番号５販路開拓・拡大支援（商談会出展）ですが、生産者、

事業者、団体等が商談会や物産展等に出展する際に要する経費について補助金

を交付することで出店意欲を高め、販路拡大を図るものであります。３０年度

に補助した内容については、出展催事総数７件、出展業者は延べ１７業者、事

業費総額５７０万２千円に対して補助金額２６５万９千円であります。目標達

成状況でありますが、商談成約件数の目標値を５年間の累計で３０件としてお

りましたが、平成３０年度で８０件となりましたので、目標値を９０件に上方

修正いたしました。特産品の新規取引件数につきましても、目標値は５年間累

計１０件としておりましたが、平成３０年度で６３件となったことから７０件

に上方修正いたしました。次のページを御覧ください。担当課評価は、○であ

ります。平成３０年度において補助対象経費の再整備を行い、事業者が安易に

補助金に頼ることがないように、真に必要な経費について補助していきたいと

考えております。庁内評価及び検証委員会評価は◎でありますが、検証委員会

の中で、補助金見直しにより補助額が減ったことに対して御意見をいただいた

ところでございますが、新商品開発について、平成３１年度に新しく補助制度

を設けましたので、そういったものを活用していただきたいと考えているとこ

ろでございます。 

次に、基本目標２あくねの「みどこい」を生かした人と人がつながるまちを

つくるに関連する項目について御説明いたします。 

６５ページをお開きください。事業番号４５、自然保護と観光地づくりは、

豊かな自然に恵まれた本市における、地域の自然や歴史、文化、伝統を生かし

た観光地づくりを行い、交流人口の増加を図ることを目的としています。阿久

根大島公園及び脇本海水浴場、大川島海水浴場における管理運営業務及び修繕

等が主な内容であります。目標達成状況について、阿久根大島来島者数を単年

度１万５千人としておりましたが、平成３０年度は９,１８７人と１万人を割

り込み、達成評価はＤであります。統合指標として祭りや食のイベント、グリ

ーンフェスを含めた来場者数について、平成２６年度の８万６,２４３人を基

準値として、最終年度に５万人増加を目指しておりますが、平成３０年度は８

万７,９４５人と、達成評価はＤとなっております。次のページを御覧くださ

い。庁内評価・検証委員会評価では取組の改善が必要ということで、△の評価

でありました。全国的に、酷暑による海水浴離れの傾向にあり、夏場だけでは
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ない阿久根大島の魅力、脇本海岸や梶折鼻公園の自然の魅力を発信していくこ

とで、交流人口の増加を図っていきたいと考えております。次のページ、事業

番号９、民泊推進事業については、修学旅行生の受け入れを行っております。

取組内容に記載のとおり、平成３０年度は３校の受入れを行いました。計画目

標値は、５年間の累計で４００人としておりましたが、平成３０年度で２４７

人、達成度７７.２％で達成評価はＤであります。次のページを御覧ください。

庁内評価・検証委員会評価では、受け入れ態勢の整備について検討し、取組の

改善が必要ということで、△の評価でありました。民泊受け入れ家庭の確保に

苦労している現状であり、受け入れ家庭の拡充に取組み、教育旅行だけではな

く体験型イベントなどにより、交流人口の増加につなげたいと考えております。 

次に、事業番号１０、阿久根みどこい祭りでありますが、平成３０年度は春

まつり、夏まつり、秋まつりと３回開催し、合計で約３万５千人の来場があり、

目標値である単年度３万人を超え、達成評価はＡであります。特に秋まつりの

花火大会は、年々認知度が上がっており、加えて平成３０年度は商工会議所６

０周年記念として１万発の花火が打ち上げられ、来場者が増えたものと考えて

おります。次ページの担当課評価、庁内評価、検証委員会評価ともに◎であり、

今後もさらなる交流人口拡大に努めてまいりたいと考えております。 

次に、事業番号１２、歴史資源を生かした観光地づくりは、自然豊かで歴史

的価値も高い寺島宗則旧家の修復・保全と周辺環境の整備により観光客増を図

ることを目的に事業実施中であり、平成３０年度は取組内容に記載のとおりで

あります。庁内評価、検証委員会評価ともに、財源確保の取組強化、補助事業

等の活用を積極的に行うことが必要であり、整備後は数値目標を設定して効果

的な運営を行う必要があるということで△となっています。今後も引き続き補

助事業の有効活用、事業の見直しを行いながら、整備を進めていく予定です。 

次に、事業番号１４、阿久根体験ツアーでありますが、事業目的にあるモニ

ターツアーの実施はなく、体験交流事業として、出水市内の中学生の一日体験

の受け入れを行いました。目標達成状況について、計画目標値は５年間の累計

で３００人でありますが、平成３０年度で１２４人と達成評価はＤであります。

次ページの担当課評価、庁内評価、検証委員会評価は、いずれも達成度が低く

△であります。今後は体験メニューを増やす取組を進めるとともに、民間事業

者でイチゴ狩り、ぶどう狩り等の体験観光に取り組むところが出てきているこ

とから、行政主催ではなく、そのような事業者のＰＲによる観光客増加を目指

していきたいと考えております。また、体験ではありませんが、３０年度にお

いては、鹿児島県観光連盟による観光事業者を対象にしたモニターツアーに、

映画「かぞくいろ」のロケ地や寺島旧家の見学を組み入れていただきました。

さらに、肥薩おれんじ鉄道と連携して映画「かぞくいろ」のロケ地めぐりツア

ーによる観光客誘致を図ったところでございます。 

次に、７７ページを御覧ください。事業番号１３、阿久根ファン創出事業

（Ｗｉ-Ｆｉ、観光サイト）でありますが、観光サイトを通じて、観光資源の

情報発信を行い、交流人口の増加、地域経済の発展と地域活性化を図ることを

目的に、イベント情報の更新、市内店舗の情報更新に努めているところであり

ます。平成２７年度に観光サイトの構築を行い、平成２８年度から運用開始し



 

- 40 - 

ております。計画目標値は、観光サイトアクセス数を累計で６万件としており

ましたが、平成３０年度で１１万３,０９２件となり、１３万件に上方修正い

たしました。次ページを御覧ください。担当課評価、庁内評価、検証委員会評

価は、いずれも◎であります。平成３０年度は特に、映画「かぞくいろ」に関

連して旬な情報を継続して発信したことで、アクセス数が増えました。今後も

情報の収集に努め、適時の情報の更新、発信を工夫して取組を進めていきたい

と考えております。 

次に、事業番号１５、ふるさと納税の推進でありますが、ふるさと納税の寄

附者に、返礼品として市の特産品を贈呈することで、市内産業の活性化に寄与

することを目的としており、平成３０年１０月から、楽天ふるさと納税サイト

を利用し、申込み窓口を広げ、また、寄附者の目に留まるようなサイト掲載を

行うため、ページ作成・運用等のサービスを活用することで寄附の増加を図り

ました。計画目標値は、ふるさと納税件数であり、最終年度を６千件としてい

ましたが、平成３０年度に１万１,１２７件となったことから、１万２千件に

上方修正いたしました。次のページを御覧ください。平成３０年度においては、

１億２千万円を目標として取り組みました。目標額には届かなかったものの寄

附実績額は、９,９４６万３,９５８円で、前年の２倍以上の寄附をいただき、

一定の成果はあったものと考えています。引き続き、寄附額の増加を目指しま

すが、寄附件数に比例して事務量が多くなっていますので、それに対応した運

営制度の構築を行った上で、さらに多くの寄附者、阿久根ファンを募っていき

たいと考え、担当課評価は○としましたが、庁内評価、検証委員会評価は◎で

あります。 

以上で、説明を終わりますが、よろしくお願いいたします。 

岩﨑健二委員長 

ここで暫時休憩いたします。 

 

（休憩 １４：１９～１４：３２） 

 

岩﨑健二委員長 

休憩前に引き続き委員会を再開いたします。 

これより質疑に入ります。 

木下孝行委員 

事業番号４５番、自然保護と観光地づくりに関してですね、６５ページです。

交流人口の増加を目的とした事業ということで、指定管理に関してですね、番

所丘と大島と指定管理をしているわけで、この指定管理を始めるにあたって、

かなり事業者の方たちがいろんな企画案等を出しながら指定をしたといういき

さつがあってですね、そういうことを考えてずっと見てきた中では、あまり期

待するような結果が出てないんじゃないかなというふうに思っているわけで、

それが交流人口が、特に大島が減ってきたというような気もするわけですよ。

だから、そういう意味では指定管理者に関していろんな企画をもっと考えても

らって、それでまた情報発信をしてもらって、大島辺りには来てもらうと。ま

た、番所丘公園にしてもグリーンフェスだけじゃなくてですね、ほかに番所丘
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を活用したいろんな企画、花とかなんとか、いろんなのを植栽したりしながら、

通年で来れるような施設のようにいろいろ取組んでもらって、交流人口を増や

すというようなことにも、もっと積極的に指定管理者のほうに頑張ってくださ

いという指導をしていかないと、この２カ所に関してはなかなか増えていかな

い可能性があるのかなというふうに思いますんで、その辺のことを一つ要望し

ておきます。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

白石純一委員 

７７ページ、阿久根ファン創出事業、ＷｉＦｉ、観光サイトとあるんですが、

ＷｉＦｉ、阿久根駅や道の駅などは市が準備しているＷｉＦｉのアクセスが１

５分で切れるようになってるようなんですが、それは、今、よその観光地のＷ

ｉＦｉ事例を見ると１時間とかですね、かなり長くなっているので、１５分だ

と短すぎるんじゃないかなというふうに思うんですが、その辺りの反応とか、

それに基づく検討というのはないんでしょうか。 

堂之下商工観光課長 

当初、平成２７年度にＷｉＦｉを設置するにあたりましていろんな御協議を

いただいたところでございます。その中で、やはり中・高校生が、特に阿久根

駅とか多いので、教育環境への配慮ということで１５分が適当ではないかとい

うところで１５分にしたところでございました。最近、そういったＷｉＦｉに

関しての要望とかは私どもは聞いておりませんけれども、観光地として必要で

あるかどうかというのをもう１度考え直しながら、世の中の状況等見ながら変

えていけるものは変えていければと考えております。今のところまだ変更の予

定はないところでございます。 

白石純一委員 

今、阿久根駅は子供たちが、中・高生を含めて勉強にも使っているところで

ありますけれども、最近は参考書代わりにですね、ネットを使うということで

すので、決して子供たちはゲームだけを主に集まるわけじゃないので、その辺

りは十分考慮してあげてもいいんじゃないかと思います。 

川上洋一委員 

６５ページの阿久根大島のことなんですけど、天候不良で船が運休となった

というのが、これはもう自然相手ですからなんですけど、渡し船に対しての市

の補助金とかはあるんですかね。ちょっとそこを聞きたくて。 

堂之下商工観光課長 

今、渡船に対する補助は行っておりません。 

川上洋一委員 

私が思うにですね、阿久根大島だけに管理者として補助を出したりしても渡

れなければ意味はないんですよね。正直なところ、私が思うに。誰が思っても

そうですよね。そこにおいしいものがあっても行けないところだったら誰も行

けない。ここはやっぱりそこら辺から取り組んでいかんことには、ちょっとし

けたらこれは危ないから出ないというのも、私も船を持ってて船長もやってる

んですけど、東京でも責任者をやってますけど。やっぱりお金となれば少しの
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ことでもやっぱり行くんですよね。別に危ないから行かないとか、そういうお

客さんだから行かないとか行くとかじゃなくして、その会社の運営に対して、

そっちだけに補助を出してこっちには全くないとなれば、私はそういうふうに

思うんですけど、そこら辺を今から先、そういうふうに持ち上げて話をつくっ

ていくというふうには考えられませんか、課として。 

堂之下商工観光課長 

大島の管理つきましては、補助ではなくて委託でありますので、委託料とし

て払っているところでございます。渡船業者の補助については今のところ考え

ておりませんけれども、今後、阿久根大島の活用について、もっと考えていく

必要があると思っております。周年観光につなげたいという思いもございます

ので、多くの意見を聞きながら今後検討してまいりたいというふうに思ってお

ります。 

［「定期船なんですよ、ちゃんと説明しないからこうなるんですよ。定期船

でしょ。」と呼ぶものあり。］ 

川上洋一委員 

そこら辺をですね、私、議員になったときからずっと考えてたんですよ。ち

ょっと疑問に思ってたんですよ。阿久根大島だけに運営管理者としてお金を払

ってしてもらってる。そして利益があっても、お客さんからもらったお金も市

に返す必要もないという感じで私は聞いたんですよ。そして阿久根に渡す渡船

に対しては何の補助もないと。ちょっとおかしいよなと。これはどっちか手落

ちだよなというふうに私は思ったんですけど。やっぱりそこもちゃんとフォロ

ーしていくべきだと私は思うんですけど。私の意見として伝えておきます。 

［発言する者あり］ 

中面幸人委員 

今、議員から質疑があったので、課長。例えば阿久根大島の委託、その辺あ

たりはちゃんと理解してないとわからないと思うから、その辺から説明してく

ださい。今、委員が質問されたじゃないですか。勘違いもあると思うので。 

［発言する者あり］ 

岩﨑健二委員長 

暫時休憩いたします。 

 

（休憩 １４：４１～１４：４３） 

 

岩﨑健二委員長 

休憩前に引き続き委員会を再開します。 

ほかにありませんか。 

濵之上大成委員 

各自然ツアー、あるいは民泊事業等ですね、他の事業でも受入態勢の整備拡

充というふうに書いてあるんですが、特に４５番のページ数は６５ページです。

このことなんですがね、非常に私、いつも思うのは受け皿態勢がまさになされ

ていないというのを強く強く感じます。そのためには海水浴場等は水産林務課、

あるいは環境保健課としっかりと連携をとっていただいてですね、しっかりと



 

- 43 - 

した受け入れ態勢、あるいは受け皿の駐車場等も含めてですね、余裕持ってい

していただかなければ交流人口はなかなか増えないのではないと思いますので、

強く要望して終わります。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

なければ質疑なしと認め、商工観光課への質疑を一時中止いたします。 

 

（商工観光課退出、水産林務課入室） 

 

岩﨑健二委員長 

ここで水産林務課長より、先ほども質疑の答弁について、訂正したいとの申

し出がありますので、この際、発言を許可します。 

佐潟水産林務課長 

発言訂正のお許しをいただき、答弁の一部の訂正を申し上げます。仮屋園委

員から事業番号３８のジビエ料理普及事業について、事業の適正化を図ること

等についてどう思うかとの質問で、答弁の中で、現在、猟期内なので保護区に

ついて捕獲指示を出していると答弁しましたが、正確には、猟期内については

鳥獣保護区についての捕獲指示と、鳥獣保護区以外については市の捕獲謝金は

出しませんが、国の上乗せ謝金の対象となることから捕獲指示を出して捕獲を

しているということでございます。訂正してお詫び申し上げます。 

 

（水産林務課退出、市民環境課入室） 

 

岩﨑健二委員長 

次に、市民環境課所管の個別事業について、説明をお願いします。 

松田市民環境課長 

総合戦略事業検証シートの市民環境課分について御説明いたします。 

当課所管の１事業については、１２１ページに掲載してありますので御覧く

ださい。市民環境課の事業は、総合戦略の基本目標４、「自然と人が共生する」

快適で住みよいまちをつくるのうちの重点目標４－②自然環境を守り育てるに

位置づけされているものであります。 

それでは、１２１ページを御説明いたします。事業番号３５、クリーンビー

チあくねについては、取組内容に記載のとおり、市内の主な海岸について、４

月から１月の１０カ月間海岸の漂着ごみの回収・処理を行い、海岸美化に努め

たところであります。平成３０年度の事業実績は２,９２４万６,０４１円であ

り、その内訳は３海岸等の委託料２,５９４万９,８９４円及び市直営分３２９

万６,１４７円であります。国の海岸漂着物等地域対策推進事業を活用してお

り、国庫補助率は１０分の８割補助であります。目標達成状況でありますが、

平成３０年度目標値３２,３９５人であり、最終実績値は２９,０４２人で達成

評価Ｃであります。達成評価につきましては、毎年７、８月の市内３海水浴場

の利用者数であり、天候での利用者の増減が原因であると思われます。 
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資料の１２２ページを御覧ください。担当課等の評価、庁内評価、検証委員

会評価において、総合評価は継続が妥当であるとされております。市民環境課

といたしましても、阿久根市の観光の中心である阿久根大島、脇本海岸等の美

しい海岸を維持していくため、今後も継続して、海岸漂着物等地域対策推進事

業を活用し、現在協力いただいているボランティア団体と連携し、阿久根市に

多くの方々に来ていただけるように取り組んでまいりたいと思っているところ

でありますのでよろしくお願いします。 

以上で、市民環境課所管分についての説明を終わります。よろしくお願いし

ます。 

岩﨑健二委員長 

課長の説明は終わりました。 

これより質疑に入ります。 

質疑ありませんか。 

山田勝委員 

予算が３０８２万４千円なんだけど、これは誰に払ってるの。 

松田市民環境課長 

３０年度の実績で、阿久根大島、桑島、小島、元島は株式会社早水商会で、

９１７万７,８４０円で委託し、脇本、折口川河口部分は有限会社川畑産業、

７５２万９,７６０円で委託し、大川島、これは飛松海岸を含む中津浜海岸ま

でのその他海岸ということで、主に南側部分では有限会社馬見塚商店に、８７

０万２,２９０円でそれぞれ委託をしております。それ以外の脇本海岸から赤

瀬川海岸までの部分の海岸については、市で直営で行っているところでありま

す。 

山田勝委員 

ボランティア団体の協力を得ながら海岸をきれいにすると言うんだけど、ボ

ランティア団体に何かお礼をするわけじゃないでしょう。どうなんですか。 

松田市民環境課長 

ボランティア団体については、市民環境課としてはごみ袋の提供とか、それ

と都市建設課が管理してます事業があるんですが、それについては経費等、例

えば草刈り代とか、そういった経費の支払いをやってるというところでありま

す。 

山田勝委員 

今でうまくいってればそれでいいんだけど、私は広く市民にもね、お金をや

りやり配らないかんと思えばですよ、ボランティア団体にもちり収集代をやっ

たじゃなくて、せめてジュースの１本、パンのいっちょぐらいはやるぐらいの

気持ちでおらないと、自分たちこちらはお金をやって、こちらは自分たちはほ

いほいじゃいかなよ思うだけのこと。 

松田市民環境課長 

先ほどのて答弁で報告してなかったんですけど、飲み物についてはそれぞれ

提供させていただいているところであります。 

山田勝委員 

ぜひ、やはりね、みんな喜んで来てくれるような形でね、ボランティア団体
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にもお礼をせないかんと思うよ。 

白石純一委員 

今の１２１ページ、クリーンビーチ事業ですけど、その委託先の仕事につい

てですね、その効果というか、実際にどれくらいきれいになったかというのは

市の担当者がチェックされているんでしょうか。作業状況ですね。 

松田市民環境課長 

それぞれの委託業者については、毎月の作業の状況とかいうので写真の提供

と、どのくらいのごみの量を処理したということが毎月出てきておりますので、

その毎月のやつを積み立てた１年間というのを数字を出しているところであり

ます。 

白石純一委員 

その集めたごみの写真とういのは、何月何日に行った作業でというのは確認

はされているんですか。 

松田市民環境課長 

報告の中では１日の作業の燃えるごみとか、１日それぞれの作業の中と１カ

月の合計と、その作業風景というのをいただいておりますので、そこについて

は、回収したごみのついては、それぞれ分類ごとに燃やせるごみ、プラスチッ

ク類、それと空き缶とか瓶とか、それぞれの部分やら、あと特殊漂着物という

ことで、注射とか浮き輪ですね、漁具ですね、漁具なんかについてもそれぞれ

報告が来ているところですので、その辺りについては毎月の部分で出して、１

年間の実績というのを上げているところです。 

白石純一委員 

私がお伺いしたかったのではですね、報告の信憑性をスポット的に抜き打ち

等でですね、チェックしているかということです。例えば、いかくらの問題で、

いかくらというか、捕獲の問題で写真をそのまま信用していたら大変なことだ

ったということもあったわけですから、レポートが正しいかどうかは全てをチ

ェックするわけにはなかなかいかないと思いますけれども、抜き打ちでスポッ

トチェック等はされてるんでしょうかと。されて確認はする方法はとられてい

るんでしょうかというんです。 

松田市民環境課長 

確かに言われるように、写真をチェックさせていただいたりするんですけど、

当然ながら、部分部分の場所というのが当然脇本浜であったりとか、阿久根大

島であったりとか、それぞれ違いますので、その写真なんかも確認させて、た

まには当然ながら現場を確認させていただいたりとかいうこともさせていただ

いてるんですけど、なかなか毎週とかということで点検できてない部分なんで

すけど、写真とかそういった数量についてのですね、確認はさせていただいて

いるところであります。 

白石純一委員 

ですから、全てをチェックするのは手間的にはできないと思うので、抜き打

ちで、例えばスポットで現場をチェックするなりして、何らかのやはり信頼性

を上げることは必要ではないかなと思ってお願いしたいと思います。 

次にですね、同じ件なんですけど、今も課長からちょっと話が出ました。以
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前、注射器や注射針等の大変健康にも危害を及ぼす可能性もある危険な物が漂

着していたことが多い時期がありました。現在の状況はどうなんでしょうか。 

松田市民環境課長 

この特殊漂着物の医療廃棄物等については、特別にですね、写真をですね、

そういったのについては撮っていただくようにということで、特に今多いのは

漁具関係の、大きい漁具とか、そういったのが非常に目立つもんですから、そ

ういった物については、処分の仕方についても特別にその辺りの処分というの

は当然分けて出す必要がありますので、そこについては報告が来ているところ

であります。 

白石純一委員 

私がおうかがいしたのは、以前は注射器とか注射針、医療器具の危ない危険

な物が漂着が多かったんですが、今はどうなっていますかということです。 

松田市民環境課長 

毎月確認するところではそんなに多くはないんですが、先ほど目立つものに

ついては漁具等がですね、１カ月の報告の中ではですね、何件が上がってきて

いるところはあります。ただ、注射針等についてが非常に小さい部分であって

ですね、その辺りについてはなんですが、写真で見る限りはそういった特別に

ついてはですね、写真を見させていただいている部分でありますので、注射針

については多いかと言えば非常に少ないということで報告させていただきたい

と思います。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

牟田学委員 

脇本海水浴場においてはですね、大しけになれば明くる日はごみがたまるわ

けで、その都度やっていらっしゃるなというふうには考えております。一つ気

になるのが、検証委員会の評価の中で、１２２ページ。ごみの処分費は発生し

ないと書いてあるんだけど、先ほど課長が言うように空き缶だったり、いろい

ろあると思うんですが、その処分はどうしているの。 

松田市民環境課長 

阿久根市が委託をしている関係で、阿久根市の実績ということで出している

もんですから。そこについては、当然、焼却場までのガソリン代とかそういっ

た経費は見ますということで、ただし、業者が出してる部分では処分費は発生

しないということであります。 

牟田学委員 

業者が出すのは出すけれども、処分費は阿久根市が持つということですね。

はい、わかりました。 

川上洋一委員 

ちょっと聞きたいんですけどね、私は深田の港に事務所を持ってるんですけ

ど、結構漂着物が多いんですよ、港内に。そういうときに、我々漁師、関係者

が陸上に上げとけば連絡すれば回収に来てくれるわけですかね。そこをちょっ

と聞きたかったんです。 

松田市民環境課長 



 

- 47 - 

港湾とか、それぞれの担当課がありますので、そこを管理している、例えば

水産林務課であったりとか、都市建設課であったりとか、管理してる担当課が

ですね、そこの処分についてはですね、対応していただけるんじゃないかと。

また、最終的にはその量によってはですね、うちのほうとの協議もしなければ

ならないケースは出てくると思うんですけど、最終的には公共的なものであれ

ばですね、担当課と協議をさせていただくということで考えています。 

川上洋一委員 

そうなってくるとですね、結局、どこに電話をすればいいんだと。港だから

水産林務課かなとなるんだろうけど、お宅のほうで雇い入れなさってる２人の

方が港の中もパトロールして、この前もだったけど発泡スチロールがいっぱい

浮いてたから拾って加勢せんなといって拾ったんだけど、その人は持って帰っ

て処分しますと言われたんだけど。そういうふうな感じでその人がいるときは

その人が処分してくれるけど、自分の船が傷つくからということで上げたりな

んだかんだしてると、結局、どこに電話してもたらいまわしになるんじゃない

かというのも１つあって。ぜひとも所管課で皆さんで話をして、どこが窓口に

なるというふうなことを決めてほしいところなんですよね。 

松田市民環境課長 

先ほど答弁させていただいたんですが、それぞれ港湾とか漁港については担

当課がありますので、うちの市の委託のほうは深田の海岸線ということでする

中で、非常に海岸線と漁港との境目というのがなかなか難しいところなんです

が、基本的には今言ったように漁港については水産林務でありますので、そこ

については主管課と協議をして、こういう話があったということで、基本的に

は主管課でもっていただいて、市の行政の部分ですということで出していただ

くのが本来のところだというふうに考えているところであります。 

[川上洋一委員「はい、わかりました」と呼ぶ] 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

濵之上大成委員 

今回も先ほど来の意見と要望です。先ほど自然保護と観光地づくりのために

商工観光課に申し上げたんですがね、各課としっかりと連携していただいてで

すね、この海岸線というのは阿久根の本当の宝物ですから、しっかりと連携し

ていただいて、市民とボランティアとの連携もとってですね、今後しっかりと

よこの連携をきちっとしていただくということを強く要望しておきます。お願

いします。 

山田勝委員 

あなたと川上委員の意見交換をじっと聞いとったらね、海岸線にある漂着物

ですよ、隣の港に来た漂着物とどげん違うとよ。それよりも私はね、そういう

ちり漂着物については私のところが責任をもって処理しますと何で言えない市

役所やっとよ、めんどか話をば。簡単な話やらよ。いつもそう思うね。なんで

そんな面倒なことを考ぐっとよ。 

松田市民環境課長 

先ほども話をさせていただいたんですが、漁港と港湾についてはそれぞれ担
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当課の中で、確かに言われたごみが流れてきてそこはという話は言われるんで

すけど、例えば港湾の、海にあった物と、それは当然流れてて海岸のほうにい

く可能性もあると思うんですが、実際、その丘の上に上がった部分についてと

港湾の中にある、浮いている海のごみについてはですね、やはりそこについて

は主管課と協議をして、最終的には環境センターにお願いすると、阿久根市で

環境センターにお願いするということなんですが、そこについての管理課等の

協議はですね、今、言われたとおりそこについては話合いというのを、今まで

も自分たちもだったんですけど、都市建設課にいたときもですね、港湾の管理

なんかもしてたんですが、その辺りについてはやはり関係課との協議というの

をさせていただきたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いした

いと思います。 

山田勝委員 

あんたがどひこよろしくと言っても、私は納得できんでや。ちりについては

川上委員は自分で取って上げた、港に取って上げたちりの話をするわけやっで、

どこに電話すればよかとよと。こういうのがありますよ、深田港にありますと

言えばちゃんとあんたたちが連絡してですね、収集すればいい話やらよ。そう

いうのを何で協議をして、公務員になればそげん難しいことを考えないかんと

よ。 

岩﨑健二委員長 

冷静にお願いします。 

それぞれ海岸線とそれぞれの港の管理者が違ってくると思いますので、そこ

らの協議はそれぞれ担当課において協議をするということですので、御理解を

いただきたいと思います。 

ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

質疑なしと認め、市民環境課の審査を一時中止します。 

 

（市民環境課退室、都市建設課・総務課入室） 

 

岩﨑健二委員長 

次に、都市建設課所管の個別事業について説明を求めますが、今、総務課長

も入ってきていただいておりますが、それは次の危険空き家の解消事業のほう

で一緒になりますので、御理解をいただきたいと思います。 

石澤都市建設課長 

それでは、都市建設課所管分を御説明いたします。 

はじめに資料の５１ページを御覧ください。事業番号７－２、イベント開催

（グリーンフェス）でございます。当該事業の目的は、番所丘公園において、

ゴールデンウィーク期間中にイベントを開催し、幅広い世代の方々に楽しんで

いただき、市内外からの交流人口の増加を図り、花と緑と遊具施設のある番所

丘公園のＰＲ及び利用促進を図るものであります。取組内容は記載のとおりで

ございます。目標値といたしまして、来場者数を掲げておりますが、計画目標

累計の来場者を７万５千人と設定しておりましたが、平成３０年度において目
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標に達したことから１０万人に目標を上方修正いたしております。目標達成状

況でございますが、平成３０年度の累計値で目標６万２１８４人に対して、実

績が８万２４２４人、達成度１３２.６％でございました。今後の方向性とし

ては目標値を達成しており、事業を継続していきたいと考えております。また、

庁内及び検討委員会での総合評価は◎となっております。 

次に、資料の１２９ページを御覧ください。事業番号５３、空き家の解消で

ございます。当該事業の目的は、空き家等の適正管理や利活用の促進、特定空

き家等に対する措置を実施し、地域住民の生命、身体、財産の保護及び生活環

境の保全を図るものでございます。目標値といたしましては、危険空き家の解

体に対する補助金の交付件数を掲げてございます。平成２８年度から事業を開

始しており、累計での件数でございまして、計画目標値を累計で２０件と設定

しておりましたが、３４件に上方修正いたしております。目標達成状況でえご

ざいますが、平成３０年度が累計値で目標１６件に対しまして、実績累計が２

２件でございました。この事業は、地域住民の生命、身体、財産の保護及び生

活環境の保全を図ることができたこと、また、年度目標を達成したことから事

業を継続していきたいと考えております。庁内及び検討委員会での総合評価は

◎となっております。以上で説明を終わりますが、御審議のほどよろしくお願

いいたします。 

松﨑総務課長 

同じく１２９ページ、事業番号５３のうち、総務課所管分について御説明い

たします。総務課では地域住民の生命、身体、財産の保護及び生活環境の保全

のため、措置が必要な特定空き家等１件について、空き家等対策の推進に関す

る特別措置法に基づき、勧告を行っております。しかしながら、この勧告に対

しては履行期限までに必要な措置が行われておりません。その後も所有者等に

対し、適切な対応を求めておりますが、現在まで必要な措置は実施されていな

い状況であります。今後も引き続き所有者等に対し、必要な措置が講じられる

よう求めてまいります。また、適正管理が行われていない空き家等について、

関係課等と連携し、現地調査を行ったうえで所有者等に対し適正管理を促す文

書を送付をしております。空き家等については所有者等が自らの責任において

適正な管理を行うことが原則であることについて理解を促し、市の補助事業等

については情報提供しながら空き家等の適正管理を図ってまいりたいと考えて

おります。以上で説明を終わりますが、どうぞよろしくお願いいたします。 

岩﨑健二委員長 

都市建設課長、総務課長の説明が終わりました。 

これより質疑に入ります。 

質疑ありませんか。 

竹原信一委員 

廃屋になりそうな家を解体する、行政の強制執行ということをやり始めてま

すよね。テレビでもそういうはありましたけれども、そういったことについて

は阿久根市はどれくらい取組んでいるんでしょうか。 

松﨑総務課長 

ただいま御説明申し上げましたけれども、ただいま１件、空き家等に関する
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法律に基づき勧告というものを行っております。具体的な行政代執行について

はこれまで実績がございません。なお、県内でもこれまで代執行まで行った事

例としましては、１件のみという状況でございます。 

竹原信一委員 

そのテレビ番組でやっていたのはですね、強制代執行をやっても、そして本

人からお金を請求してもせいぜい回収できるのは１割程度という現状があると

いうことなんで、回収できなければやらないというんじゃどうにもならないん

ですよね、お分かりのとおり。進めていくしかないんじゃないかと私は思って

おります。よく考えてください。 

仮屋園一徳委員 

１２９ページの危険空き家の解消についてですね、実績が２２なんですが、

予算の３００万に対して１９８万８千円ということは、事業の内容からして３

分の１の上限が３０万までというふうになってるんですけど、１件当たりにす

ると１０何万という低い補助額なんですけど、これについてはちょっと内容で

満額に達するものが何でないのか、その辺を。満額に近い額が出てこないのか、

その辺の内容について説明をしてください。 

石澤都市建設課長 

お答えいたします。解体費がですね、補助の上限の３０万に達しないものが

あるということでございます。例にとりますと、解体費が５５万７千円であり

ますので、その３分の１ということで１８万５千円ということで補助をいたし

ておりますので、満額３０万を達成する解体費がなかったということでござい

ます。 

仮屋園一徳委員 

この該当というのが、解体するときに委託は市内業者にということで聞いて

るんですけど、今の説明だと額的にも５０万から６０万前後が多いということ

で理解すればいいんですかね。解体費用の大体平均額を教えてください。 

石澤都市建設課長 

平成３０年度を例にとりますと、平均額が解体費用でございますが、７２万

８千円程度ということでございます。ですので、補助金もその３分の１ですの

で３０万円に満たないということになってきます。 

仮屋園一徳委員 

よくわかりました。ただですね、７０万ぐらいということですけど、１０何

万という補助は非常に低いですので、今後もこの事業は継続してほしいと思う

んですが、できるだけ個人負担が軽減されるような方法ができないのかどうか、

その辺も今後検討していただけたらなと思います。要望して終わります。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

木下孝行委員 

イベント開催、グリーンフェスについてですね、先ほど商工観光課のときに

もちょっとお願いをしたんですが、番所丘公園の指定管理者についてですね、

来場者数は８万２千人を超えたという数字に出てるんですけど、イベントも含

めてのこれが人数になるんだろうと思う。下の４万３千も入れての数になるん
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だろうと思うんですけども、確かに数字は伸びて来場者は増えてるんだろうと

思うんですけど、指定管理者が独自にやる企画が私は少ないのかなというふう

に認識しておりまして、ほぼグリーンフェスだけですね。あと、花と緑を使っ

た、また遊具を使った番所丘のＰＲ、利用促進という事業目的があるわけで、

もう少し通年でもっと来れる場所だと思うんですよね、番所丘公園は。だから

花の何とか祭りとか、秋の春のとかやれば、また通年で人が来れる場所だと思

うんで、そういうのをやっぱり指定管理者にはどんどんと企画をしてやっても

らうということで、もっと人を増やしていけるんだろうと思うんで、その辺を

お願いするということを担当課にお願いして、要望で終わりたいと思います。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

白石純一委員 

イベント開催の件ですが、これは指定管理者主催のイベントですけれども、

このイベントに対する都市建設課としてのかかわりはどのような形なのか教え

てください。 

石澤都市建設課長 

まず、このグリーンフェスに関しましては指定管理料の中にグリーンフェス

開催ということで費用を盛り込まさせていただいております。人的ものとしま

しては、担当課のほうが出席いたしましてイベントの補助をいたしております。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

濵田洋一委員 

１２９ページの危険空き家の解消ということでなんですが、これまで私も以

前お伺いしたんですが、公道に面した危険空き家というのが１４０数軒あると

いうことでおうかがいしたんですが、そのうちに、例えば平成３０年度９件実

績がありますけれども、そういったところも解体された部分というのはありま

すでしょうか。３０年度です。 

石澤都市建設課長 

お答えいたします。３０年につきましては１件実績がございます。 

濵田洋一委員 

特にですね、公道に面している危険空き家というのは非常に、歩行者であっ

たり、自動車であったりですね、崩落と言いますか、屋根部分が崩落した場合

にはそういった違った意味でのいろんなことが出てまいりますので、所有者の

方々にですね、やはり速やかに状況を踏まえながら案内をかけていくという取

組を継続していただきたいと思います。以上です。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

質疑なしと認め、本事業に対する審査を一時中止します。 

 

（都市建設課・総務課退室、総務課消防係入室） 
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岩﨑健二委員長 

次に、総務課消防係所管の事業について、消防参事の説明をお願いします。 

的場消防参事 

それでは、総合戦略事業検証シートに基づき、総務課消防係所管の事業につ

いて御説明いたします。 

まずはじめに、１２３ページをお開きください。 

総合戦略の基本目標としまして、４「自然と人が共生する」快適で住みよい

まちをつくる、重点目標としまして、４-③防災体制を強化するに位置づけら

れております。 

事業番号５１－１、消防団活動支援事業（家族表彰）の目的としましては、

消防団員確保が厳しい環境の中、消防団員を長く続けることができるのは、家

族の理解・協力がないとできないことであると考えます。そうしたことから、

２０年以上勤続する消防団員の家族を表彰することにより、消防団員確保につ

なげることとしております。 

事業実積につきましては、平成３０年度には５名の表彰を行い目標達成評価

はＡでありました。１２４ページになります。事業効果につきましては、消防

団員家族に対し、日ごろの理解、協力に対する表彰を行ったことにより、今後

も消防団に所属し、活動を継続することとなり消防団員確保へつながったもの

と考えております。 

事業評価としましては、庁内評価、検証委員会評価ともに○でありました。 

今後の取り組み方針といたしましては、消防団員確保のため、今後も消防団

に所属していただき、活動を継続してもらうことへつながるため、継続して実

施したいと考えております。 

次に、１２５ページをお開きください。 

事業番号５１－２、消防団活動支援事業（車両等の整備）につきましては、

各消防分団に配備しております普通消防積載車は経年劣化が進んでおり、計画

的に更新する必要があると考えております。目的としましては、有事の際、安

心して安全に災害場所へ出場することができ、初期消火及び消火活動を迅速に

実施することにより、被害を最小限に抑えることとしております。事業実績に

つきましては、平成３０年度電源立地地域対策交付金を活用して、普通消防積

載車を三笠分団桐野班、折多分団折口班にそれぞれ更新配備を行い目標達成評

価はＡでありました。 

１２６ページになります。事業効果につきましては、災害等発生の際には、

消防団員が迅速かつ円滑に出場することができ、現場における安全を確保、効

率的な活動の実施が可能となったと考えます。また、最新式の機材となり、消

防団としての消防力の充実及び確保が図られ、管内住民の安心と安全の向上に

寄与したものと考えております。 

事業評価としましては、庁内評価、検証委員会評価共に○でありました。今

後の取り組み方針としましては、消防団車両について老朽化の進んでいるもの

が多いため、今後も計画的な更新を進めていく必要があり、継続して実施した

いと考えております。 

次に、１２７ページをお開きください。 
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事業番号５２、市民安心安全まちづくり事業につきましては周りの市民が市

民を守れる「市民おたすけ隊員」がいる、安心・安全なまちづくりを目指して、

平成２８年度から事業を実施しております。目的としましては、緊急時におけ

る初動対応のできる市民お助け隊員を育成し、救急救命等の活動の充実強化を

図ることとしております。事業実績につきましては、現在５１７名の市民おた

すけ隊員を育成しました。実積値では、平成３０年度の目標値の８６.２％と

なっており、目標達成評価はＣでありました。あわせて、市民おたすけ隊員に

は心肺蘇生法実施時に使用でき、自身への感染防止を目的としたキューマスク

を配布しております。また、自動体外式除細動器、いわゆるＡＥＤの設置事業

所へもキューマスクを配布しております。 

１２８ページになります。 

心肺蘇生法の実施事案につきましては、平成３０年度中には、バイスタンダ

ーによる心肺蘇生法が実施された事案は３件ありました。うち、ＡＥＤを装着

した事案は１件であります。これは、ボンタンロードレース大会中に心肺停止

になり、心肺蘇生法とＡＥＤによる除細動を行い社会復帰となったものであり

ます。以上の事案を踏まえた、事業効果につきましては、社会復帰につなげて

いる事案もありますので、相当程度の効果はあったものと考えております。事

業評価としましては、庁内評価、検証委員会評価共に○でありました。今後の

取り組み方針としましては、おたすけ隊員が、現場に居合わせた場合に１でも

多くの隣人を助けられるよう、さらなる隊員の育成を目標にし、併せて、心肺

蘇生法や救急自動車の適正利用等の広報活動にも力を入れていきながら事業を

継続して実施したいと考えております。 

以上で説明を終わりますが、どうぞよろしくお願いします。 

岩﨑健二委員長 

参事の説明が終わりました。 

これより質疑に入ります。 

ありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

質疑なしと認め、総務課消防係の審査を一時中止ます。 

ここで暫時休憩します。 

（総務課消防係退室） 

 

（休憩 １５：３０～１５：４０） 

 

（企画調整課入室） 

岩﨑健二委員長 

休憩前に引き続き委員会を再開します。 

次に、企画調整課所管の個別事業について、課長の説明を求めます。 

山下企画調整課長 

平成３０年度に実施した総合戦略に基づく事業のうち、当課所管事業の実施

状況等について、御説明申し上げます。 

検証資料の５７ページをお開きください。 
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事業番号８は移住定住促進事業であり、取組内容として、平成３０年度は移

住定住促進補助で４９件を、定住促進木造住宅建築補助事業で４４件を、地域

支え合い定住支援補助で９件につき補助金を交付しております。目標達成状況

では、移住世帯数を指標としており、平成３０年度は累計４０世帯の目標に対

し実績は６２世帯で、達成評価はＡでありました。当初の目標５０世帯を上回

ったことから、期間内の累計目標を７５世帯に上方修正しております。また、

参考の移住人数の累計では、平成２７年度から平成３０年度までに１７６人の

移住がありました。５８ページになりますが、事業効果では定住の促進と地域

コミュニティーの活性化につながっており、庁内評価では、さらなる移住者増

のため、取組の拡充・深化が適当であり◎としております。また、検証委員会

では、転出者へアンケートを実施し、転出の理由を把握して施策に生かすべき

との意見があり、これを受けて、昨年１１月から窓口で転出される方へのアン

ケートを実施し、転出の理由等を確認して今後の施策に活用することとしてお

ります。その他、総合評価については、庁内評価のとおりとされました。 

次に、５９ページになりますが、事業番号４１は地域おこし協力隊を活用し

た移住定住の促進であります。取組内容として、市民交流センターの運営に関

する隊員を募集しましたが、応募がありませんでした。また、イベントに参加

し、平成３１年度から主に道の駅に勤務する隊員を募集しましたが、年度当初

からの採用には至っていないところです。目標達成状況では、地域おこし協力

隊員数を指標としており、平成３０年度は累計１２人の目標に対し、実績は５

人で、達成評価はＤでありました。６０ページになりますが、事業効果として

は、平成２９年度と平成３０年度に任期が満了した３人が継続して本市に居住

しており、一定の成果はあったと思われます。しかし、庁内評価では、達成度

が低いことから、多様な活用方法等改善が必要として△とし、検証委員会にお

いても同様に承認されました。なお、令和元年度においては、年度当初からの

採用はありませんでしたが、年度の中途から新らたに３人隊員を採用し主に観

光業務に従事しており、引き続き、隊員の確保等に努めてまいりたいと考えて

おります。 

次に、６１ページになりますが、事業番号４２は地域おこし協力隊による移

住定住サポート事業であります。この事業は、地域おこし協力隊を活用して移

住定住を促進しようとするものでありますが、これまでの地域おこし協力隊員

は、観光開発、スポーツ促進等の業務に活用し、移住定住のサポートへの実績

はございません。しかしながら、先ほど事業番号８で申し上げました移住定住

に関する各種の支援事業を実施し、目標を上回る成果があったところでありま

す。６２ページの評価では、移住定住の促進方策について引き続き検討するこ

ととして、△としております。なお、昨年は、現在活動中の地域おこし協力隊

員や任期が満了した元地域おこし協力隊員と企画調整課の職員が一緒に、移住

定住施策や空き家の活用について他の自治体へ研修視察を行い、今後における

実効的な移住定住等の施策を検討したところであり、引き続き、その活用を図

ってまいりたいと考えております。 

次に、６３ページになりますが、事業番号４３は空き家活用支援事業であり

ます。取組内容として、住居兼倉庫を体験型観光の受入れや就業希望者向けの
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施設への改修について補助しております。目標達成状況では、事業利用件数を

指標としており、平成３０年度は累計１２件の目標に対し、実績は２件で、達

成評価はＤでありました。６４ページになりますが、事業効果としては、空き

家改修により多様な形態の利用が見込まれ、地域の活性化に寄与することが期

待されるところであります。そして、この事業については、令和元年度から事

業を見直し、新たに定住する目的で空き家を改修する場合の費用を補助するこ

ととしているところでありますが、庁内評価に記載のとおり、その実施状況を

踏まえて、事業促進を図る必要があるとして△とし、検証委員会においても同

様に承認されました。 

次に、７５ページになりますが、事業番号４６は華の５０歳組継承支援事業

であります。取組内容として、歓迎レセプションと次世代同窓会開催支援のた

め補助金を交付しております。目標達成状況では、華の５０歳組参加率を指標

としており、平成３０年度は７４％の目標に対し、実績は６８％で、達成評価

はＢでありました。７６ページになりますが、事業効果としては、レセプショ

ンは旧交を温める機会として交流が深まり、また、児童生徒の母校や郷土への

愛着の思いの醸成に寄与したところであります。一方、次世代同窓会開催支援

については、最近の多様な情報伝達方法の進展から、同様に事業を継続すべき

か課題もあったところです。このことから、庁内評価では節目の同窓会の開催

に係る通信費の補助については、これを廃止することとして、総合評価は△と

し、検証委員会においても同様に承認されました。 

次に、８１ページになりますが、事業番号４７は「阿久根で縁結び」出会い

サポート事業であります。取組内容として、平成２８年度、平成２９年度市が

実施しておりました婚活イベントを平成３０年度は事業内容を変更し、民間に

おける婚活イベントの開催を支援することとしておりました。しかしながら、

昨年開催された郵便局主催のポスコンでは、補助金の活用がありませんでした。

目標達成状況では、事業内容を変更しており、達成評価は行っておりません。

８２ページになりますが、事業効果としては民間の取組では、数組のカップル

の誕生があったとの報告を受けております。庁内評価では実績がなかったため

廃止することとし、今後については、現在策定中の阿久根市まちづくりビジョ

ンに基づき婚活に関する新たな取組を検討しているところであります。総合評

価は△とし、検証委員会においても同様に承認されました。 

次に、１１１ページになりますが、事業番号３０は地域づくり活動支援事業

であります。取組内容として、区や団体の活動等に対し補助金を交付しており

ます。目標達成状況では自治会加入率を指標としており、毎年度８５％の目標

に対し、平成３０年度の実績は８３.７５％であり、達成評価はＢでありまし

た。１１２ページになりますが、事業効果としては、地域コミュニティー活動

等への支援を通じて地域課題の解決に寄与したところであります。また、方向

性に記載のとおり、この事業については令和元年度から地域色づくり事業とし、

事業を拡充し、魅力ある地域づくりを支援することとしております。このこと

から、庁内評価では、地域色づくり事業の効果的な実施に努めることとして、

総合評価は〇としております。検証委員会では、これまでの補助の内容につい

て質疑があり、評価については同様に承認されたところです。 
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以上で説明を終わりますが、どうぞよろしくお願いいたします。 

岩﨑健二委員長 

課長の説明は終わりました。 

これより質疑に入ります。 

牟田学委員 

５９ページです。地域おこし協力隊員数ですが、平成３０年度は５名という

ことでありますが、なぜ集まらないのか、課長はどのように考えていますか。 

山下企画調整課長 

平成３０年度は累計実績で前年度と同様５名でございますので、新規の採用

は平成３０年度はなかったところでございます。これについては、業務を幾つ

か掲げております。例えば、平成３０年度は当初から市民交流センターの業務

に地域おこし協力隊員を活用しておりましたが、なかなかこの業務に対する適

任者を見つけることができなかったということが一つあります。それから、私

どもも中央等でのイベントの際にブースを設けて隊員の募集をしておりますが、

こういった取組も今後は積極的に進めていく必要があるのではなのかなと。こ

のことから隊員の確保に努力していかなければならないのではないのかなと、

このように考えているところでございます。 

牟田学委員 

先ほどの課長の説明で、ほかの自治体で研修をという話がありました。一つ、

長島町のことを聞けばですね、やはり協力隊員同士が集まって話をして、何か

そういうあれがあるらしいんですよ。だから、阿久根市としては各課にいらっ

しゃるじゃないですか。各課でやってるような感じで、自由度がないのなかと

か思ったりしているんですよ。だから、長島町辺りみたいに、やはり協力隊員

同士が話し合っていろいろする、そういう自由度とかですよ、そこ辺りを考え

ないとなかなか集まって来ないのかなと思いますけれど。 

山下企画調整課長 

今、御指摘のとおりだと思います。実は、令和元年度については、年度当初

ではなく、今現在は新たに３名の方が地域おこし協力隊として活躍をされてい

らっしゃいます。この方々についても職員の情報はもとより、地域協力隊員間

のネットワークの中でいろんな紹介もあって採用に至ったというふうにうかが

っております。そして、先ほど他の自治体にも研修に行ったと申しましたけれ

ども、こういったところにも協力隊員と一緒に行くことによって、ネットワー

クが広がって、いろんな情報を収集することができるのではないかと思ており

ますので、今後もこういった活動については進めてまいりたいと、このように

考えております。 

仮屋園一徳委員 

６３ページのですね、空き家活用支援事業についてなんですが、実施として

は２件なんですけど、これはどのようなものに、活動拠点等と地域の居場所づ

くり、ゲストハウス等と書いてあるんですが、この２件はどのようなものに活

用されたんでしょうか。 

山下企画調整課長 

平成２８年度に実施いたしました１件については、南部地区の空き家を改修
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した事業でございます。地域の居場所、ゲストハウス等としての整備を行った

ものでございます。それから、平成３０年度に実施いたしましたものは、市街

地地区における空き家の改修したものでございます。１階と２階を改修したも

ので、１階は創業支援を目的としたマルシェのスペース、２階は宿泊や体験移

住者向けの施設として整備を図ってきたものでございます。このような形で、

現在、２件の整備を行ってきているという状況でございます。 

仮屋園一徳委員 

額からしますと１件７５万程度の補助なんですよね。長島町が現在、空き家

の改修等について３００万円の、補助であるのか、貸付であるのか、その辺を

私も確認してないんですけど、３００万までということで、これには根拠があ

ると。言えば、浄化槽とか、ちょっとした改修をするのには３００万程度は必

要だろうということらしいんですけど、そのような情報についてお聞きされて

ますか。 

山下企画調整課長 

平成３０年度実施いたしました事業の内容について、若干申し上げたいと思

いますが、これにつきましては、補助率が２分の１で上限額が１５０万円、平

成３０年度の事業は１５０万円の交付をしております。それから、今、委員か

らございました長島町の状況につきましては、実は昨年、地域おこし協力隊員

と視察に行って場所というのは、１カ所は長島町でございます。そこにおける

空き家の支援制度について、研修視察に行ってまいりました。これを受けて新

年度、新たな空き家の改修制度について、現在、検討を行っていると、そうい

う状況でございます。 

仮屋園一徳委員 

ぜひですね、継続事業として継続してほしいしですね、その辺の額の上積み

というのも、今後ぜひ検討してほしいなと要望して終わります。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

白石純一委員 

８１ページ、縁結び出会いサポートですが、目標達成で２８年度、２９年度

の事業で７組、６組、それぞれカップルが成立したと。この中で婚姻に至った

数字は把握されていますでしょうか。 

山下企画調整課長 

参加された方にアンケートを実施して、追跡調査を行って数字を確認しては

おりませんので、何件成立したかというのは確認できておりません。ただ、仄

聞するところでは２件ほどのカップル成立があったというふうに聞いておりま

す。 

白石純一委員 

仄聞では本当かどうかもわからないわけで、カップルで縁を結ぶ事業、つま

り最終的には御結婚していただきたいということだと思うんですけれども、そ

こまでやっぱりフォローすることで、はじめて成果が測定できるのではないか

なと思うので、その辺はちょっと不十分じゃないかなと思いました。そして、

３０年度からはやめられたということ、民間がやられるのを期待してというこ
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とですが、やはり民間というのは損がでるようではできない。それに補助はさ

れるんでしょうけど、やはりこういう事業は公的な事業が意味合いが大きいで

すので、何でやめられたのかなというのが、ちょっと解せないんですけど、そ

の辺りはどうなんでしょうか。 

山下企画調整課長 

平成２８年度、２９年度につきましては市で取組をしてまいりました。ただ、

これまでの市の取組の中では、参加者のアンケート等の中でも、多くの方が訪

れる場所での開催であり、参加にためらいを感じられる場合もあったというふ

に考えております。このことを踏まえまして、民間での取組を実施して、より

参加しやすい形態が図れないか、このような形で平成３０年度は民間の取組を

支援することといたしました。結果的に補助金の活用実績はございませんでし

たので、平成３０年度のこの実施状況を踏まえて、今後、現在検討しておりま

すまちづくりビジョンの中で、今後の婚活イベントの取扱いについては検討し

ていきたいと、このように考えているところでございます。 

白石純一委員 

その参加者が大勢の場でやるのが躊躇するという、それはやり方であって、

やり方は幾らでも考えられたと思うんですよね。でも２組、仄聞にしろ、婚姻

実績が出ただろうということは、私は大変大きな実績だと、評価すべき実績だ

と思うんですよね。ですからそれを何で続けられなかったのかなというのが非

常に残念でならないところです。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

白石純一委員 

５９ページの地域おこし協力隊活用、平成３０年度については市民交流セン

ターで働いていただく方を募集されて、応募は実際なかったということですけ

れども、地域おこし協力隊だと、どうしても都市部からですね、地方で自然と

か、地方の良さを求めておられる方は多いと思うんですが、どちらかというと

文化交流施設というのは、やはり特殊な仕事ですので、募集をかけるのであれ

ば、例えばそういう方が読まれるような文化芸術のメディア、そういったもの

に広告、募集をするようでないと、なかなかピンポイントで募集することがで

きないのではないかと思うんですが、そのような試みはあったんでしょうか。 

山下企画調整課長 

ピンポイントで、例えばどこかの団体に募集するといったことについては、

これまでやっていないところでございます。ただ、いろんな地域おこし協力隊

員の情報をいただいたりとか、あるいは都市部で実施されるそういったイベン

トの際に、市のブースを設けて隊員を募集するとか、こういったことをやって

おります。今後においては隊員の確保のために多様な形での募集形態を考える

必要があるのかなと、このように考えているところでございます。 

白石純一委員 

例えばですね、劇場関係者を対象にした雑誌とかあるはずなんですよね、劇

団関係者とか芸能関係。そういったところに出さないと、なかなかそういう仕

事をされている方は見る機会はないと思います。そういうメディアであれば応
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募する可能性は高いわけですから、そういった点も今後検討していただきたい

と思います。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

質疑なしと認め、企画調整課の質疑を一時中止します。 

 

（企画調整課退室） 

 

岩﨑健二委員長 

以上で各事業に関する所管課の説明、質疑は終わりました。 

本日、質疑された皆さんは次回の委員会までに内容をまとめた上で委員長へ

報告をお願いしたいと思います。 

また、次の委員会において総括した意見を伺いますので、ほかにありました

ら意見を出していただきたいと思います。その委員会において、委員会として

の結論を集約して出したいと思いますので、よろしくお願いします。 

［発言する者あり］ 

もちろん事務局に出していただくんですが、様式は問いません。事業番号、

項目についての意見を出していただけたらと思います。また、それをまとめた

上で皆さんにお伺いし、ほかにもあったら次の委員会でいただいた上で委員会

としてのまとめをしたいと思います。 

［発言する者あり］ 

今月いっぱいまでには少なくても出していただきたいと思います。今月末ま

でに出してください。 

よろしいですか。 

［「はい」と呼ぶ者あり］ 

以上で、本日の委員会を散会いたします。 

 

（散 会  １６時０６分） 

 

地方創生に関する調査特別委員会委員長   岩 﨑 健 二  

 

 


